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第１章 序論 

 

1.1 本研究の背景 

 

列車制御システムにおいては，高密度の列車運転を可能とするために車上制御装置での速度

照査パターンによるブレーキ制御が行われるようになり，車上制御装置での位置検知機能が重

要になっている。さらに，2011 年に ATACS（Advanced Train Administration and 

Communications System）(1)が JR東日本 仙石線にて実用化され，首都圏への展開も予定さ

れているほか，無線を用いた列車制御システム（CBTC：Communication Based Train Control）

(2)が海外で展開が進みつつある。このような速度照査パターンあるいは無線による列車制御シ

ステムでは，車上制御装置での列車位置検知（以下，車上位置検知）結果は，地上制御装置で

の列車追跡情報として使われるため，より重要になっている。しかしながら，車上位置検知の

ための方法としては，依然として速度発電機単体による方式が採用され，速度発電機を取り付

けた軸での車輪の滑走・空転の影響を受けるため，改善が必要とされている。 

また，近年の列車制御システムは多数の装置がネットワーク接続され，また，ソフトウェア

で実現される部分が大きくなっている。これらに対しては，列車制御システムに関するRAMS

国際規格（IEC 62278(3)）に基づいてシステムを開発すれば，システマティック誤りの低減に

対して一定の効果が期待できる。この規格に定める主要な指標としては安全性（Safety）とア

ベイラビリティ（Availability）の二つがあり，安全性確保に直結する列車制御システムにおけ

る安全性レベルの選択には実質, 余地はないが, 輸送の安定性に関係するアベイラビリティに

ついては，列車制御システムを適用する線区の状況を考慮して対策を適用する自由度が残って

いる。しかしながら，アベイラビリティについては，本来，障害の発生頻度と障害に伴う影響

度の二次元的な検討が可能であるが，これまで個々の装置の高信頼化などを中心とするアベイ

ラビリティ向上のための対策検討に留まっているのが実情である。 

以上のことに鑑み，本博士論文では, 列車制御システム用途での，慣性センサと速度発電機

を併用した車上制御装置での列車位置検知手法を提案する。また，現状の鉄道信号装置を対象



5 

に障害の発生頻度と障害に伴う影響度の二成分に分けて分析するアベイラビリティ向上対策の

決定法を提案する。最後に，提案するアベイラビリティ向上対策決定法を慣性センサと速度発

電機を併用した車上制御装置での列車位置検知手法に適用し，その改善策の適用効果を明確化

する。 

これらの検討を行うことで，列車制御システムにおいて重要な役割を担う車上位置検知シス

テムを新たに開発するとともに，提案するアベイラビリティ向上対策決定法の有用性を示す。 

 

1.2 本研究の内容概要と成果の位置づけ 

 

本研究の内容概要は以下のとおりである。 

第１章「序論」では，アベイラビリティ向上対策決定法の適用による車上位置検知システム

の開発研究の概要を示した。 

第２章「列車制御システムとアベイラビリティ」では，無線を用いた列車制御システム（CBTC）

は海外において実用化が進んでおり，車上制御装置での位置検知結果は重要になってきている

ことを述べた。しかしながら，車上位置検知のための方法としては，依然として速度発電機単

体による方式が採用され，速度発電機を取り付けた軸での車輪の滑走・空転の影響を受けるた

め，改善が必要とされていることを明確にした。また，アベイラビリティについては，本来，

障害の発生頻度と障害に伴う影響度の二次元的な検討が可能であるが，これまで個々の装置の

高信頼化などを中心とするアベイラビリティ向上のための対策検討に留まっているのが実情で

あることを明確にした。 

第３章「慣性センサを併用した車上位置検知システム」では，車軸に設置した速度発電機を

用いた走行距離の算出方式は，車輪の滑走・空転の影響を受けることから，その対策の一手法

として，滑走・空転の検知時に，慣性センサを用いた距離算出方式を提案した。提案手法は，

速度発電機と慣性センサを併用した列車速度・距離算出手法であり，非駆動軸を持たない車両

や短編成車両でも適用可能である。路線勾配と曲線が組み合わさった区間での補正処理におけ

る誤差低減のために，慣性センサの加速度（3 軸）と角速度（3 軸）を用いた補正処理を適用
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し，現車試験で時刻管理して記録したデータにもとづくシミュレーション解析を行い，提案手

法の有効性を明らかにした。 

第４章「アベイラビリティ向上対策決定法」では，鉄道信号装置の目標アベイラビリティ達

成のための対策の決定法を提案した。提案手法では，目標アベイラビリティを達成するための

対策について，単位時間あたりの障害件数の低減成分と，１障害あたりの平均停止時間の短縮

成分の両面から総合的に考慮して戦略的に決定する。これにより，線区ごとに異なる障害内容

に応じた効果の高い対策の適用を可能にする。目標アベイラビリティについては，構成機器の

故障による遅延を受けた乗客数で定義した輸送損失を反映して設定し，提案手法を適用してい

る。この結果，障害発生頻度と障害発生後の影響を総合的に考慮して，戦略的に効果的な適用

対策を決定できることを明らかにした。 

第５章「アベイラビリティ向上対策決定法による車上位置検知システムのアベイラビリティ

改善策の決定」では，アベイラビリティ向上対策決定法を車上位置検知システムに適用し，補

正開始点を複数選定し補正論理の並列処理による対策が特に再粘着判定不能後の復旧時間が長

い線区において有効であることを示した。これら結果は線区の条件によって異なるが，アベイ

ラビリティ向上対策決定法の有用性を明らかにした。 

第６章「結論」は，提案する速度発電機と慣性センサを併用した車上位置検知システムは，

非駆動軸を持たない車両や短編成列車だけでなく, 近年導入が進みつつある無線を用いた列車

制御システム（CBTC）にも適用可能なものであり，列車制御システムの基盤となる成果であ

る。また，提案する障害の発生頻度と障害に伴う影響度の二成分に分けて分析するアベイラビ

リティ向上対策決定法は，システムの障害データに基づく新たな手法であり，装置間がネット

ワーク接続され大規模化した列車制御システムの評価において基盤となる成果であることを示

した。 

本博士論文における研究項目と成果，および論文構成を図１に示す。 
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図 1 研究項目と成果，博士論文の構成 
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・アベイラビリティ向上対策決定法
・提案手法の適用アベイラビリティ向上対策決定法を提案

アベイラビリティ向上対策決定法を適用して、車上位置検知システムの
アベイラビリティ改善策の適用効果を明確化し、線区の特徴を考慮した
対策の必要性を明示

車上位置検知システムのアベイラビリティ改善策の適用効果を算出

現状の鉄道信号装置を対象に、アベイ
ラビリティ向上対策決定法の検討
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博士論文の構成

成果

第３章：
慣性センサを併用した車上位置検知システム
・慣性センサを併用した距離算出法
・シミュレーション解析結果
・提案手法の評価車上位置検知方式の構成を提案

慣性センサを併用した車上位置検知
システムを検討

無線を用いた列車制御システム（CBTC）は

車上制御装置での位置検知結果で列車間
隔制御も実施。

速度発電機単体での検知手法は、車輪の
滑走・空転対策が必要

列車制御システムにおける課題

第２章：
列車制御システムとアベイラビリティ
・列車制御システムにおける車上位置検知
・列車制御システム国際規格におけるアベ
イラビリティ

研究
項目

成果

研究
項目

成果

列車制御システムは大規模化。安全性はシステ
ムを構成する機能がSILを満たす設計が可能。
アベイラビリティは、個々の装置の高信頼化など

を中心とするアベイラビリティ向上のための対策
検討に留まっている
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第２章 列車制御システムとアベイラビリティ 

 

2.1 はじめに 

 

列車制御システムにおいては，高密度の列車運転を可能とするために車上制御装置での速度

照査パターンによるブレーキ制御が行われるようになり，車上制御装置での位置検知機能が重

要になっている。また，無線を用いた列車制御システム（CBTC：Communication Based Train 

Control）(1)が海外で展開が進みつつある。このような速度照査パターンあるいは無線による列

車制御システムでは，車上制御装置での列車位置検知（以下，車上位置検知）結果は，地上制

御装置での列車追跡情報として使われるため，より重要になっている。 

また，近年の列車制御システムは多数の装置がネットワーク接続され，また，ソフトウェア

で実現される部分が大きくなっている。これらについては，列車制御システムに関わる国際規

格で定める安全性を立証するプロセスを経れば，システマティック故障の低減に対して一定の

効果が期待できる。 

 本章では列車制御システムにおける車上位置検知と，列車制御システムに関わる国際規格に

おけるアベイラビリティについて述べる。 

 

2.2 列車制御システムにおける車上位置検知 

  

列車制御システムにおいては，列車間の衝突防止のための間隔制御と，また，分岐箇所での

衝突・脱線防止のための進路制御が安全性確保において重要である。分岐箇所は，先行列車を

追い越すため，また，折り返し等のため，駅等に設置され，その転換制御のため転てつ機が設

置され，連動装置が転換ならびに鎖錠の制御を行っている。 

これらの制御は，基本的には地上制御装置単体で行うことを基本とし，列車に対して進行可

能な地点の伝達は，当該地点に信号機を設置して運転士に対して進行の可否を伝達することを

基本としている。そのため，地上に設置する信号機の設置位置の制約から基本的には予め定め
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たブロック単位での固定閉そくである。また，車上制御装置は，当該地点までに停止する制御

を行うこととし，独立した構成となっている。 

間隔制御を行うためには先行列車の位置の検知が必要であり，また，分岐箇所に列車が在線

していないこと，また，接近していないことの確認のためにも列車の位置検知が必要である。

このようなことから，列車の在線位置の検知は，列車制御システムにおいて不可欠な機能であ

る。 

以下，列車制御システムにおける位置検知機能の推移について述べる。 

 

（１）地上装置において区間単位で列車を検知するシステム 

従来までは，一定区間ごとに区切ったレールに対して，片側から地上に設置した装置が電気

信号を送信し，反対側に設置した地上装置が当該電気信号を受信できるかどうかを判定する電

気回路（軌道回路）を構築して列車の在線の有無を判断していた。電気信号の受信ができる場

合には，列車が非在線であり，電気信号を受信できない場合には，列車在線である。これによ

り，装置が故障した場合には列車在線となり，安全側となり，フェールセーフな構成を実現し

ている。 

また，列車の検知区間の境界に設置された地上信号機が停止現示である場合に，当該信号機

を列車が冒進することを防止するため，地上信号機の区間においてはATS（Automatic Train 

Stop：自動列車停止装置）が設備される。この ATS は停止信号の冒進時に列車を停止するこ

とを主目的とする。このATSのため，地上においては，特定点に地上子が設置され，信号の現

示情報が送信される。また，車内信号の区間においては，地上装置が一定区間ごとに速度照査

信号を作成して，車上制御装置に対して送信し，車上制御装置が現在速度と比較を行い，超過

している場合にはブレーキ制御を行うアナログATC（Automatic Train Control：自動列車制

御装置）が導入されている。(2),(3)  

このように，基本的には，連続的な位置検知を行わない，区間単位での制御が可能な仕組み

で制御可能な構成となっている。 
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（２）車上制御装置において連続的な位置検知を行うシステム 

更なる安全性確保のため，1987年からATS-Pのように，車上制御装置が地上に設置した地

上子を検知して，当該地点から速度発電機を用いて走行距離を算出することにより，車上制御

装置が列車位置を連続的に把握して停止点までの速度照査パターンに対して速度照査するシス

テムが大都市圏や主要幹線等に導入されている。(4) 

また，新幹線や大都市圏においては，車内信号の区間においてもレールに送信する停止点を

表す情報を車上制御装置が受信して，走行可能な地点までの速度照査パターンを作成するディ

ジタルATCが 2002年から導入されている。このシステムにおいては位置の把握に地上子を用

いており，当該地点からの走行距離算出に速度発電機を用いている。(3),(4)  

このように，車上制御装置が速度照査パターンを作成して速度照査するシステムにおいては，

基本的には速度発電機と地上子を組み合わせて位置を把握している。 

 

（３）連続的な位置検知を基本とするシステム 

近年，世界的に導入されつつある無線を用いた列車制御システム CBTC（Communication 

Based Train Control）(1)は，これまで地上装置が列車の位置を検知するために用いてきた軌道

回路を使用せず，車上制御装置が速度照査パターンの作成のために用いている位置情報を，地

上制御装置と車上制御装置間の無線伝送を用いて，地上制御装置に対して送信する点が特徴で

ある。 

2011年に，JR東日本 仙石線において導入されたATACS（Advanced Train Administration 

and Communications System）(5)のような無線を用いた列車制御システムは，地上制御装置が

制御対象エリア内の各列車の位置を把握して，各列車の停止限界を作成し，この停止限界を各

列車に送信して，間隔制御が行われている。このシステムにおいては，各列車の位置は，車上

制御装置が地上子からの走行距離で位置を把握することを基本としている。 

このように，制御に使用する列車の位置情報は，車上制御装置での速度照査パターンでの制

御に用いる位置検知結果であるので，位置情報は軌道回路での検知区間を基本とする離散的な

情報ではなく，連続的な情報となる。よって，列車のより細かな列車制御が可能になり，例え
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ば，列車の間隔をより狭めることが可能になる。また，固定閉そくではなく，移動閉そくが実

現できる。 

 

以上のように，車上制御装置での位置検知結果は，車上制御装置での速度照査だけでなく地

上装置での間隔制御にも使用され，列車制御の安全性確保において重要な情報になってきてい

る。しかしながら，車上位置検知のための方法としては，依然として速度発電機単体による方

式が採用され，速度発電機を取り付けた軸での車輪の滑走・空転の影響を受けるため，改善が

必要とされている。 

 

2.3 列車制御システム国際規格におけるアベイラビリティ 

 

（１）列車制御システムの国際規格の概要 

列車制御システムの安全性に関する国際規格は主に表１に示す４つがある。これらの列車制

御システムに関する国際規格は，一般産業分野における機器を対象とした国際規格である IEC 

61508(6)がベースである。これら規格の関係を図１に示す。IEC 62278は鉄道システム全体に

おける安全性・信頼性等を対象とする。他の３つの規格は列車制御システムを対象としており

この規格に包含されている。 

表 1 列車制御システムの国際安全規格一覧 

IEC規格 内容 

IEC 62278(7) RAMS（信頼性，アベイラビリティ，保守性，安全性） 

IEC 62279(8) ソフトウェア 

IEC 62280(9) 伝送 

IEC 62425(10) セーフティケース（システムの安全） 
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①ＲＡＭＳ（IEC 62278） 

RAMS は，Reliability（信頼性）Availability（可用性）Maintainability（保全性）Safety

（安全性）を示す。IEC 62278では，列車制御システムだけでなく車両や電力設備など鉄道シ

ステム全般を対象とし，RAMSを確保するためのシステムライフサイクルにおける一連のプロ

セスと各フェーズにおける実施内容を規定する。この規格は，全体の規格を包含する性格のも

ので，列車制御システム特有の要件については他の３つの規格で規定される。具体的には，

RAMSの要求事項とそれらが満たされていることを明らかにすることを求め，そのために必要

な実施事項，作成すべきドキュメントを 14のフェーズごとに規定する（図２）。特に，安全性

に関しては，対象とする装置・システムに危害あるいは影響を与える事象をハザードとして特

定し，それらが内在する装置・システムの安全性を定量的に評価するリスク解析を行うことを

求めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 列車制御システムの国際安全規格 

IEC62279(ソフトウェア)

全鉄道システム

個々の装置

列車制御システム

個々のサブシステム

IEC62278(RAMS)

IEC62425
(システムセーフティ)

IEC62280(伝送)
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図 2 RAMSライフサイクルに示す１４段階 

 

 このような考え方は，IEC 61508によるもので，いわゆるリスクベースによる定量的なアプ

ローチを求めている。その基礎となるリスクに対する考え方の基本的な原理として，個人レベ

ルでの年間あたりの死亡確率をもととしたイギリスのALARPやドイツのMEMなどが例示さ

れている。ハザード解析，リスク解析を行うことを要求しているが，数値そのものの規定はな

い。実際に，リスクの評価の手法として，ハザードの発生頻度と結果の厳しさについて定性的

に評価する方法が例示されている。 

安全性等の具体的な要件は，他の３つの規格で規定される。また，ＲＡＭＳの４つの項目を

対象とするが，実質的にはＡ（可用性）とＳ（安全性）が扱われる指標である。 

 

② ソフトウェア（IEC 62279） 

 IEC 62279は，列車制御システムにおけるソフトウェアの国際安全規格であり，IEC 61508

の Part3で扱っているソフトウェアに関する規格をベースとし，列車制御システムにおける条

件を反映させている。本規格では，ソフトウェアのライフサイクルにおける安全性確保のため

1.概念

2.システム定義と

アプリケーション条件

3.リスク解析

4.システム要件

5.システム要件の割り当て

6.設計と実装

7.製造

8.据付

9.システム妥当性確認

10.システム受け入れ 11.運用・保守

14.使用停止・廃棄

S/W設計 S/W妥当性確認

H/W設計 H/W妥当性確認

事前安全性解析

12.性能モニタリング

13.修正・更新
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の要求事項とその要求事項が満たされていることを明らかにするプロセスを規定する。そのた

めに必要な方法と管理，作成すべきドキュメントのほか，安全性管理のための一連のプロセス

における関係組織と，関係者の役割および資格などについても規定している。 

 

➂ 伝送（IEC 62280） 

IEC 62280は，列車制御システムにおける安全関連伝送の規格である。従来からの物理的に

独立した専用の有線回線（closed transmission systems），ならびに，無線，インターネット

などを中心とする物理的に独立になっていない伝送回線（open transmission systems）も対象

としている。列車制御システムトータルとしての安全性は，IEC 62425で規定される。 

 

④ セーフティケース（IEC 62425） 

 IEC 62425は，列車制御システムの認可および受け入れのために必要な安全要件とそのドキ

ュメント管理について規定したものである。本規格は，安全性に特に重点を置く列車制御シス

テムを対象としたものであるため，安全性インテグリティレベルと許容リスクの値（Tolerable 

Hazard Rate）についても表３のように規定している。 

なお，現実的な対応として，安全性インテグリティレベルの決定方法については，特に定め

ていない。 

 

表 3 SIL（安全性インテグリティレベル） とTHR（危険側障害の発生確率） 

SIL THR（h-1/機能） 

４ 10-9≦THR<10-8 

３ 10-8≦THR<10-7 

２ 10-7≦THR<10-6 

１ 10-6≦THR<10-5 
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（２）ハードウェア／ソフトウェアに対する安全性の数量的基準 

システムに要求される安全性のレベルとしては，ＳＩＬ（Safety Integrity Level：安全度水

準，安全性インテグリティレベル）があり，最高レベル４から最低レベル１までの４段階に分

けて，システム内の各機能に設定される。安全に関わらない機能については，レベル０が用い

られることもある。複数の機能が同一装置内で構築されている場合には，最も安全性が要求さ

れる機能のＳＩＬが基準となる。ＳＩＬを導入することにより，ハードウェアに関わるランダ

ム故障と，定量化しにくいソフトウェア等の決定論的な原因故障を関連づけて取り扱うことが

可能になる。 

ＳＩＬ決定法として，IEC 61508（JIS C 0508 電気・電子・プログラマブル電子安全関連

系の機能安全）第５部にリスクグラフ等が参考として示されている。リスクグラフは，リスク

に関する基本的な要件である頻度，厳しさとこれを安全系等で防護できる程度を定性的に判断

してグラフを構成し，得られたリスクの大きさに対して，インテグリティレベルを設定してい

くというものである。ただし，その前段階においてはシステムに内在するハザードを特定しき

ることが重要であり，すべての危険事象の特定を保証する手法はないが，トップダウン的なＦ

ＴＡとボトムアップ的なＦＭＥＡの組み合わせた手法が適用されてきている。 

なお，列車制御システムの場合には定量的な実績データが必ずしも十分ではなく，現時点で

はむずかしく，IRSE の主要列車制御システムとＳＩＬの関係を示した表(11)を参考に決定する

手法も現実的な手法として考えられる。運転取り扱いが国によって異なるため，ＳＩＬの割り

当てが異なる場合もあるが，連動装置，信号機，転てつ機，列車検知装置はレベル４との共通

認識である。 

 

（３）アベイラビリティ 

 近年の列車制御システムは，地上制御装置だけでなく車上制御装置も含めて，ネットワーク

接続され，また，ソフトウェアで実現される部分が大きくなっている。これらに対しては，上

述の列車制御システムに関わる国際規格で定める安全性を立証するプロセスを経るのは，シス

テマティック故障の低減の面から一定の効果が期待できる。その意味では，列車制御システム
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に関わる国際規格が整備されているのは大きなメリットである。しかしながら，列車制御シス

テムに要求される安全性レベルの検討においては，一見自由度があるように見えるものの，列

車制御システムの危険側故障の影響度が大きく，基本的には極めて低い領域での発生頻度のみ

での議論となる。また，類似機能として判断した場合，選択の余地は少ない。 

その一方，アベイラビリティに関しては，線区の状況などを考慮して，システム全体の目標

値を設定して，それぞれの線区ごとに応じたアベイラビリティの設定を行うことができる余地

が残っている。また，アベイラビリティの算出式も定まっている。過去にはコスト面・技術面

から現状で適用可能な対策を対象としてボトムアップ的に解析された例(12),(13)もある。しかしな

がら，アベイラビリティは，本来，障害の発生頻度と障害に伴う影響度の二次元的な検討が可

能であるが，これら要因を停止時間に置き換えた場合，一次元に集約されるので，対策の決定

において線区の障害発生状況を考慮した対策の適用を行うことに限界がある。よって，列車制

御システムを適用する線区の障害の発生頻度と障害発生後の影響を総合的に考慮して，戦略的

に適用対策を決定することは難しい。 

  

2.4 要約 

 

本章では，本研究の背景と目的について述べた。成果の要約は以下のとおりである。 

 

(1) 列車制御システムにおいては，高密度の列車運転を可能とするために車上制御装置での速

度照査パターンによるブレーキ制御が行われるようになり，車上制御装置での位置検知機

能が重要になっている。さらに，2011年にATACS（Advanced Train Administration and 

Communications System）が JR東日本 仙石線にて実用化され，首都圏への展開も予定

されているほか，無線を用いた列車制御システム（CBTC：Communication Based Train 

Control）が海外で展開が進みつつある。このような速度照査パターンあるいは無線によ

る列車制御システムでは，車上制御装置での列車位置検知（以下，車上位置検知）結果は，

地上制御装置での列車追跡情報として使われるため，より重要になっている。しかしなが
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ら，車上位置検知のための方法としては，依然として速度発電機単体による方式が採用さ

れ，速度発電機を取り付けた軸での車輪の滑走・空転の影響を受けるため，改善が必要と

されていることを明確にした。 

(2) 近年の列車制御システムは多数の装置がネットワーク接続され，また，ソフトウェアで実

現される部分が大きくなっている。これらについては，列車制御システムに関するRAMS

国際規格（IEC 62278）に基づいてシステムを開発すれば，システマティック誤りの低減

に対して一定の効果が期待できる。この規格に定める主要な指標としては安全性（Safety）

とアベイラビリティ（Availability）の二つがあり，安全性確保に直結する列車制御システ

ムにおける安全性レベルの選択には実質, 余地はないが, 輸送の安定性に関係するアベイ

ラビリティについては，列車制御システムを適用する線区の状況を考慮して対策を適用す

る自由度が残っている。しかしながら，アベイラビリティについては，本来，障害の発生

頻度と障害に伴う影響度の二次元的な検討が可能であるが，これまで個々の装置の高信頼

化などを中心とするアベイラビリティ向上のための対策検討に留まっているのが実情で

あることを明確にした。 

 

以上のことに鑑み，本博士論文では, 列車制御システム用途での，慣性センサと速度発電機

を併用した車上制御装置での列車位置検知手法を提案する。また，現状の鉄道信号装置を対象

に障害の発生頻度と障害に伴う影響度の二成分に分けて分析するアベイラビリティ向上対策の

決定法を提案する。最後に，提案するアベイラビリティ向上対策決定法を慣性センサと速度発

電機を併用した車上制御装置での列車位置検知手法に適用し，その改善策の適用効果を明確化

する。 

これらの検討を行うことで，列車制御システムにおいて重要な役割を担う車上位置検知シス

テムを新たに開発するとともに，提案するアベイラビリティ向上対策決定法の有用性を示す。 

 以下， 

・慣性センサを併用した車上位置検知システム（３章） 

・アベイラビリティ向上対策決定法（４章） 



19 

・アベイラビリティ向上対策決定法による車上位置検知システムのアベイラビリティ改善 

策の決定（５章） 

・結論（６章） 

の順に述べる。 
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第３章 慣性センサを併用した車上位置検知システム 

 

3.1 はじめに 

 

近年導入されたATACS（Advanced Train Administration and Communications System）

(1)のような無線を用いた列車制御システムにおける列車の間隔制御は，地上装置が各列車の車

上制御装置の位置検知結果を無線伝送で受信して，各列車が走行できる範囲を決定する。この

ようなことから車上制御装置での位置検知結果は，車上制御装置での速度照査だけでなく地上

装置での間隔制御にも使用され，列車制御の安全性確保において重要な情報である。ATACS

では，システムが認識する各列車の在線範囲は先頭位置と後部位置の両方で管理している。後

部位置は先頭位置から列車長分後方に算出している。また，システムが認識する列車の在線範

囲が実際の列車の在線範囲を含むようにするため，想定される誤差を先頭位置は前方に，また，

後部位置は後方とすることで在線範囲を拡大している(2)。 

 車上制御装置での列車位置の認識は，地上子を用いた絶対位置の特定と，当該地点からの走

行距離の算出による。一般に走行距離は車軸に取り付けた速度発電機を用いて算出する(3),(4)が，

速度発電機を用いた距離算出は，車輪の滑走・空転に伴う誤差が発生する。以前の研究では，

速度発電機単体での距離誤差は 0.03%が得られるものの滑走・空転の頻度は 1000km 当たり

10～20回発生し，誤差が 50mを超えるものが約 1%あり，100mを超えるものもあるとされて

いる(5)。そのため，滑走・空転時には，車両の最大・最小の加減速度をもとに列車長を延伸す

る補正がなされる(2)。この際には車両の最大・最小加速度による推定速度で列車長の延伸を行

うので誤差は大きくなりやすい。この対策としては，速度発電機を非駆動かつブレーキ力を弱

めた軸に取り付けることで滑走・空転の発生頻度の低減をはかる手法が適用されている(2)。そ

の結果，基本的には距離誤差は 0.5%以下の精度が得られている。しかしながら，速度発電機を

非駆動かつブレーキ力を弱めた軸に取り付ける手法は，編成両数が短い場合には条件に合う軸

が少ない，あるいは存在しないため適用が困難となる。 

なお，研究段階のセンサとしては，最大誤差を特定できないものの絶対位置を取得できる
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GPS や，滑走・空転の影響を受けないドップラーレーダを用いることで距離誤差を 0.2%程度

とできる方式がある。しかし，前者は鉄道で使用する環境においてはトンネル内で衛星からの

電波を受信できないことへの対策が必要であり，後者は車両への取り付け環境の制約が大きく，

依然課題がある(5)。 

このような課題を解決する手法として，走行距離の算出に慣性センサの使用を検討している。

しかし，慣性センサは，加速度と角速度を積分して距離や速度を算出するので，時間経過とと

もに誤差が蓄積する。航空機などで使用される高精度なセンサ(6)を用いた場合には，蓄積した

誤差のリセット間隔を長時間とすることができ，慣性センサ単体での使用も検討対象となる。

しかし，列車制御システムへの適用は速度発電機を使用する方式から大きなコスト増を避ける

ことへの要望が強いため，現実的ではない。そこで，より汎用的で安価な慣性センサを用いる

ため，常時慣性センサで距離を算出するのではなく，通常時は既設の速度発電機を使用し，滑

走・空転を検知した時のみ慣性センサの加速度と角速度を併用し，地球中心での姿勢角をもと

に重力加速度成分を除去して補正する距離算出方式を提案する。 

以下，提案する慣性センサと速度発電機を併用した滑走・空転検知時の補正方式を述べ，

現車試験で時刻管理して記録したデータによるシミュレーション解析結果をもとに提案手

法の有効性を述べる。 

 

3.2 慣性センサを併用した距離算出法 

 

提案手法の距離算出における速度発電機での処理と慣性センサでの補正処理との切替は，

相互の加速度を常時比較し，差がしきい値を超過した場合を車輪の滑走・空転状態と判断

することによって行う。補正処理は，前後方向加速度の積分によるが，路線の勾配による

重力加速度成分を除去するため，車両の姿勢角を算出する。距離算出方式に用いる変数は

Table 1にあげたように定義する。以下，詳細を述べる。 
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Table 1. Definition of variables 

Variable Description 

t Compensation duration 

T𝑎 Threshold to detect skids or slips 

Ap Acceleration with tachometer generator 

Ap0 Acceleration with tachometer generator at t=0 

𝑎x Longitudinal acceleration with inertial sensor 

𝑎y0, 𝑎z0 Lateral, vertical acceleration with inertial sensor at t=0 

Ax Longitudinal acceleration for attitude sensing 

Ax0, Ay0, Az0 Longitudinal, lateral, vertical acceleration for attitude sensing at t=0 

ωx, ωy, ωz Roll, pitch, yaw angular velocity with inertial sensor 

ωy’ Compensated pitch angular velocity considering yaw angular velocity 

ωy’’ Compensated pitch angular velocity considering yaw and roll angular velocity 

ωz0 Yaw angular velocity with inertial sensor at t=0 

Ωz0 Yaw angular velocity on a horizontal plane at t=0 

θ, Ψ Pitch, roll angle 

θ0, Ψ0  Pitch, roll angle at t=0 

Jp Jerk calculated with tachometer generator 

Ji Jerk calculated with longitudinal acceleration of inertial sensor 

v0 Velocity with tachometer generator at t=0 

 

3.2.1 滑走・空転検知方式 

車輪の滑走・空転時の慣性センサでの距離算出と，粘着状態での速度発電機による距離算

出の切替を行うため，常時相互の加速度の差を比較する。具体的には，慣性センサが検出

する前後方向の加速度(𝑎x)と速度発電機での加速度(Ap)を比較し，その差（加速度判定値）



24 

が一定値(T𝑎)を超過した場合に滑走・空転と判定する（(1)式）。T𝑎は，誤って滑走・空転と

判定することを防止するため，路線の勾配による重力加速度の変化を考慮した値とする。 

  

 |𝑎𝑥(𝑡) − 𝐴𝑝(𝑡)| > 𝑇𝑎 …………………………………………………（１） 

 

滑走・空転検知は，従来の速度発電機単体による速度変化でなく，慣性センサの加速度と

の差分での比較判定であり，早期の段階での滑走・空転検知が期待できる。 

 

3.2.2 滑走・空転検知後の距離算出方式   

（１） 補正処理   

滑走・空転を検知した場合には，Fig.1 に示すように車体床面の中央に設置した慣性セン

サで検出した前後方向成分の加速度(𝑎x)をもとに速度・距離の算出（以下，補正処理）を行

う。前後方向加速度は，路線の勾配による重力加速度(G ×sin θ)の影響を受ける((2)式)。こ

れを補正するために，地球中心の座標系を基準とする車両の姿勢角(θ)を算出する。この姿

勢角は，まず，滑走・空転検知直前の粘着状態と推定できる地点を補正開始点と定め，そ

 

Fig.1.  Inertial sensors and a tachometer generator for compensation in case of occurrence of wheel skids and 

slips 
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の地点（時刻 t=0）での初期姿勢角(θ0)を慣性センサでの検出加速度(𝑎x0)と速度発電機の加

速度成分(Ap0)との差をもとに算出する（(3)式）。なお，初期姿勢角の算出において速度発電

機の加速度を用いるが，補正開始点は粘着状態であるので滑走・空転の影響はない。その

状態からの姿勢角(θ(t))は，慣性センサが検出したピッチ角速度(ωy)の時間積分値をもとに，

車輪が再粘着したと判定するまで算出する（(4)式）。 

 

 𝐴𝑥(𝑡) = 𝑎𝑥(𝑡) − 𝐺 × sin 𝜃(𝑡)……………………………………………（２） 

  𝜃0 = arcsin (
𝑎𝑥0−𝐴𝑝0

𝐺
)……………………………………………………（３） 

  𝜃(𝑡) = 𝜃0 + ∫ 𝜔𝑦(𝑡)
𝑡

0
𝑑𝑡 …………………………………………………（４） 

 

(4)式に示すピッチ角速度(ωy)は，曲線区間ではカントなどによりヨー角速度成分の影響を受

ける。そこで，ピッチ角速度に対して(5)～(7)式を用いて補正する。 

 

 𝜔𝑦
′ (t) = 𝜔𝑦(𝑡) − (−𝜔𝑧(𝑡) × sin 𝛹(𝑡))……………………………………（５） 

𝛹(t) = 𝛹0 + ∫ 𝜔𝑥(𝑡)
𝑡

0
𝑑𝑡 …………………………………………………（６） 

 𝛹0 = arctan (
−𝐴𝑦0

√𝐴𝑥0
2+𝐴𝑧0

2
)……………………………………………………（７） 

 

(7)式に示す Ax0の最大値は鉄道における最大 35‰勾配にて 0.34m/s
2（1.23km/h/s）であり，

重力加速度（9.8 m/s
2）の 3.5%程度である。よって，Az0が重力加速度に近い値が期待でき

る鉄道においては Ax0が Az0に対して十分小さいと仮定すると，(7)式は(8)式で表される。 

 

𝛹0 = arctan (
−𝐴𝑦0

𝐴𝑧0
)…………………………………………………………（８） 

 

また，補正開始点での姿勢角算出用の左右方向加速度 Ay0は，遠心力の成分の影響を受ける。

よって，センサ検出値の左右方向成分の加速度(𝑎y0)に対して遠心力成分を補正する（(9)式）。 
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 𝐴𝑦0 = −(𝑎𝑦0 − 𝑣0 × 𝛺𝑧0 × cos𝛹0)…………………………………………（９） 

 

ここで，ロール角度（Ψ）は小さいと仮定すると，ヨー角速度はセンサ検出値とほぼ等し

く，Ωz0 ×cosΨ0=ωz0となるので，(9)式は(10)式となる。 

 

 𝐴𝑦0 = −(𝑎𝑦0 − 𝑣0𝜔𝑧0)………………………………………………………（１０） 

 

よって，(8)式に(10)式を代入すると(11)式となる。 

 

𝛹0 = arctan (
𝑎𝑦0−𝑣0𝜔𝑧0

𝐴𝑧0
)………………………………………………………（１１） 

 

(11)式に示す速度 v0は滑走・空転補正の適用前の速度であり，滑走・空転状態前の速度発電

機のパルスで算出した速度である。Az0は鉄道における 35‰の勾配の範囲であれば慣性セン

サでの上下方向の加速度検出値(𝑎z0)と等しいとみなすことができる。 

また，ピッチ角速度(ωy)は，姿勢角(θ(t))によりロール角速度(ωx)の影響も受ける。そこで，

ピッチ角速度に対してさらに補正し，(5)式に示すピッチ角速度の補正式は最終的には(12)

式とする。 

 

𝜔𝑦
′′(𝑡) = 𝜔𝑦(𝑡) + 𝜔𝑧(𝑡) × sin𝛹(𝑡) − |𝜔𝑥(𝑡)| × sin 𝜃(𝑡)………………………（１２） 

 

（２）補正開始点の選定 

滑走・空転を検知した時点は，慣性センサの前後方向加速度と速度発電機で算出した速度

にもとづく加速度との差がしきい値(T𝑎)を超過した場合であり，厳密には粘着状態ではな

い。この点を補正初期値とした場合には姿勢角を正しく算出できず，距離誤差が発生する。

そこで，滑走・空転検知点より，さかのぼって補正開始点を設ける。この補正開始点は，
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滑走・空転の影響を小さくするため，加加速度が一定値未満を条件に選定する。 

具体的には，補正開始点は滑走・空転検知点からさかのぼって探索する。補正開始点の選

定条件は，慣性センサの前後方向成分の加速度から算出した加加速度(Ji)の大きさが一定値

未満，かつ，速度発電機の速度から算出した加加速度(Jp)の大きさが一定値未満の状態で，

さらに，Ji と Jp の変化タイミングのずれによる影響防止のため，これらの差の大きさ(|Ji-Jp|：

加加速度判定値)が一定値未満である点とする。 

なお，補正開始点は，一時的な変動で誤って確定することを防ぐため，処理周期が 3回連

続で条件を満たしている点とする。また，微小滑走・空転時に加加速度のしきい値未満と

なり，誤判定となることを軽減するため，補正開始点の探索は一定の戻り時間をさかのぼ

った時点から開始する。この加加速度による補正開始点の選定論理を設けることで，下り

勾配での滑走時や上り勾配での空転時には慣性センサと速度発電機の加速度差による滑

走・空転検知が，勾配がない区間と比較して遅れる事象を軽減でき，距離算出への影響を

低減できる。 

 

3.2.3 再粘着判定 

補正処理開始後，滑走・空転検知に用いる加速度判定値（|𝑎x -Ap|）が検知しきい値以下，

かつ，速度発電機と補正速度との速度差が一定値（β m/s
2×t：補正時間）以下の場合に再粘

着と判定する。 

 

3.2.4 想定誤差   

提案手法において滑走・空転時に発生しうる距離誤差（Δd）は，(13)式で算出できる。 

 

 𝛥𝑑 =
1

2
× 𝛥𝑎 × 𝑡2 

  𝛥𝑎 = 𝛥𝑎𝑡 + 𝛥𝑎𝑎 + 𝐺 × sin(𝛥𝑎𝜔 × 𝑡) + 𝛥𝑎𝑔 

t：補正時間 

Δ𝑎t：速度発電機誤差 

………………（１３） 



28 

 Δ𝑎a：加速度誤差 

 Δ𝑎ω：角速度誤差 

Δ𝑎g：勾配誤差 

 

ヨー角速度，ロール角速度はピッチ角速度の補正に関係するが，誤差への影響は小さいの

で，慣性センサの出力のうち，ピッチ角速度と前後方向加速度を対象とする。 

これらの誤差については，列車制御の安全余裕距離を，最大補正時間をもとに設定し，最

大補正時間内に再粘着判定を正しく判定できない場合には，列車を停止することで安全を

確保する。なお，これら最大誤差の見積もりは線区の勾配，使用するセンサの性能に応じ

て設定する。 

なお，蓄積した誤差のリセットは，一定間隔で設置した地上子を検出した時に行うことを

想定している。また，センサのリセットは一般的な運行における駅停車時を想定し，30 分

程度の間隔で補正することを想定している。 

 

3.3 シミュレーション解析結果 

 

提案手法の有効性を確認するため，現車試験で時刻管理して記録したデータをもとにシミ

ュレーション解析で，想定距離誤差ならびに距離誤差を算出する。 

 

3.3.1 データ記録方法   

シミュレーション解析用のデータを記録するため，試験に用いた機器の概要を以下に述べ

る。 

 

（１）記録部 

シミュレーション解析での評価のため，当該装置内で記録する 10ms単位での慣性センサ

検知結果と速度発電機出力の 100msサンプリングの結果を記録する。Fig.2に示すハードウ
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ェアは，電子連動などでも使用されているフェールセーフ処理装置（CPU：SH-4，内部ク

ロック：150MHz，RAM：4MB，ROM：2MB）である。 

 

（２）速度発電機 

速度発電機は，既設の機器（AG20B）を使用する。取り付け軸は駆動・制動の両方が発

生する第 1軸である。原理は歯数（1周 90歯）のカウントによる距離積算のセンサである。

距離を微分して速度を算出し，さらに微分して加速度を算出するので，必然的に加速度の

分解能は悪くなる。滑走・空転補正処理に用いる慣性センサの加速度と比較する際には分

解能を向上させる必要があり，3秒の移動平均を適用する。3秒の移動平均は速度発電機の

歯数をカウントする方式であることから分解能の向上のため適用しているが，この移動平

均の適用により平均 1.5秒の遅延を伴う。これについては，速度発電機の速度算出処理を歯

数のカウントによる方式ではなく，歯を検知した際のパルス幅で算出する処理に変更する

ことで分解能の向上が可能であり，移動平均時間の短縮ができ，リアルタイム性の向上が

期待できる。なお，100パルスカウントを達成するまでの時間をもとに速度を算出し，1秒

以内に 100 パルスに達しない場合は一定時間内のパルス数をもとに速度を算出し，精度を

向上させている。 

 

 

Fig.2.  Fail-safe processing unit 
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（３）慣性センサ 

慣性センサ（ANALOG DEVICES 製 ADIS16480，Fig.3）は加速度（前後，上下，左右），

角速度（ピッチ，ヨー，ロール）の合計 6 軸を有する。滑走・空転補正に使用するのは，

前後加速度，ピッチ角速度である。慣性センサは先頭車両に設置し，車両内での設置位置

は解析の容易化のため，前後方向では前台車と後台車の中間，また，左右方向では中央の

車両床面とした。 

慣性センサの演算結果と，速度発電機の演算結果との同期のため，ともに 3 秒の移動平均

を適用する。この移動平均を適用することで，車両の細かい振動はキャンセルされ，車両

に起因した振動などの影響がないことを周波数解析により確認している。なお，リアルタ

イム性の向上のため速度発電機の加速度の分解能向上により移動平均時間を短縮する場合

には，車両に起因する振動の影響がないことを同様に確認することになる。 

 

3.3.2 しきい値の設定 

提案手法に関するしきい値を以下に示す。 

 

①滑走・空転検知 

滑走・空転検知のしきい値は，最大勾配が±35‰に相当する±0.34m/s
2（±1.23km/h/s）と

 

Fig.3.  Inertial sensor 

Inertial sensor 
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し，3 処理周期（100ms×3 回）連続して超過時に検知とする。このしきい値は線区の最大

勾配に合わせて設定することも可能であるが，ここでの検知しきい値は線区に依存しない

一律の値とした。 

 

②加加速度のしきい値 

補正開始点の選定に関わる加加速度のしきい値は各センサの実測値から以下とした。 

|Jp|（速度発電機での加加速度）< 0.42m/s
3
(0.15km/h/s/0.1s) 

|Ji|（慣性センサでの加加速度）< 0.28m/s
3
(0.1km/h/s/0.1s) 

|Ji-Jp| < 0.14m/s
3
(0.05km/h/s/0.1s) 

いずれの条件も 3処理周期（100ms×3回）連続することで確定とした。 

微小滑走・空転時に加加速度のしきい値未満となり，誤判定となることを軽減するため，

補正開始点の探索は一定の戻り時間をさかのぼった時点から開始するが，この値は 2.1秒と

した。この値を設けても加加速度を用いた判定の有効性確認に大きく影響することはない

ことは確認している。 

 

③再粘着判定   

再粘着の判定は，滑走・空転判定値が検知しきい値±0.34m/s
2（±1.23km/h/s）以内を連続

して 3 処理周期満たし，かつ，速度発電機のパルス（速度パルス）と補正速度との速度差

が一定値以内（0.056m/s
2（0.2km/h/s）×補正時間）を満たした時点とする。 

 

3.3.3 想定距離誤差 

3.2.4項に示す距離誤差の最大値については，本試験構成においては以下となる。 

 

①速度発電機誤差（Δ𝑎t） 

本評価に用いた速度発電機の加速度の分解能は，走行試験の結果から等速走行時において

は 3 秒移動平均適用後 0.042m/s
2（0.15km/h/s）程度である。よって，誤差は 0.021m/s

2
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（0.075km/h/s）となる。 

 

②加速度誤差（Δ𝑎a） 

センサ単体での定置試験を 3 時間実施した結果，処理周期に相当する 100ms 単位での平

均値に対して 3 秒の移動平均を適用した場合，3 時間の最大と最小の差は 0.015m/s
2

（0.053km/h/s）である。 

 

③角速度誤差（Δ𝑎ω） 

センサ単体での定置試験を 3 時間実施した結果，処理周期に相当する 100ms 単位での平

均値に対して 3秒の移動平均を適用した場合，3時間の最大と最小の差は 0.025deg/sである。

なお，0.025degは重力加速度の進行方向加速度成分 0.0042m/s
2（0.015km/h/s）に相当する。 

 

④勾配誤差（Δ𝑎g） 

補正開始点の選定においては，加加速度を用いた判定を実施するものの，微小滑走・空転

による影響を考慮し，勾配変化の値が誤差となる。勾配の最大値 35‰では 0.34m/s
2

（1.23km/h/s）となり，例えば，勾配 16‰の場合は 0.16m/s
2（0.56km/h/s）となる。 

上述の誤差を考慮した発生しうる距離誤差を Fig.4 に示す。Fig.4には，すべての誤差を含

む場合（太破線），勾配誤差がない場合（太一点鎖線），勾配と速度発電機誤差がない場合

（太実線）の３種類を示した。また，滑走・空転補正時間は短時間を想定しており，この補

正時間内に上述の角速度誤差の値まで達するとは考えにくいので，参考として角速度誤差

を 1/10 した値（0.0025deg/s）も，それぞれ細線で示した。これは，地球の自転が 15deg/h

（0.0042deg/s）と同じオーダである。なお，誤差は正負両側に発生する可能性があるので，0

を中心に線対称となっている。また，通常運用時の走行において約 90%が 10 秒以下の滑り

であるとの報告(7)を参考に，補正開始点から再粘着点までの補正時間を 10 秒と仮定してい

る。 

勾配 16‰での誤差±（Δ𝑎g +Δ𝑎t +Δ𝑎a +Δ𝑎ω）は Fig.4 中の太破線で示すように±11.8mであ
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り，勾配誤差（Δ𝑎g）がない場合±（Δ𝑎t +Δ𝑎a +Δ𝑎ω）は Fig.4 中の太一点鎖線で示すように

±3.9mである。 

角速度の誤差を 1/10とした場合，勾配 16‰での誤差±（Δ𝑎g +Δ𝑎t +Δ𝑎a +0.1×Δ𝑎ω）は Fig.4

中の細破線で示すように±9.8mとなり，勾配誤差（Δ𝑎g）がない場合±（Δ𝑎t +Δ𝑎a +0.1×Δ𝑎ω）は

Fig.4中の細一点鎖線で示すように±2.0mとなる。 

 

3.3.4 距離誤差   

3両編成の在来線用車両を用いて，Table 2に示す線区を 9往復走行した。通常走行では滑

走・空転が発生しにくいことから試験では散水を行い滑走・空転を発生させた。この現車

試験で記録したデータをもとにシミュレーション解析により距離誤差を算出した。 

 

Fig.4.  Estimated error distance based on compensation duration in case of ±16‰ 
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Fig.5.  Error based on reference distance in case of occurrence of wheel skids and slips 

地点間距離を基準とした滑走・空転時の距離誤差を Fig.5に示す。地点間距離は，滑走・

空転のない状態で走行した時の地上子間距離にもとづく。地上子検知時の信号の立ち上が

りから次の地上子検知時の信号の立ち上がりまでに走行した距離である。誤差率は（計測

距離―地上子間距離）／地上子間距離×100で算出した。計測距離は，補正開始から再粘着

判定までの補正速度の 100ms 単位での台形積分距離と当該区間内のパルス数による速度の

時間積分との差を補正距離とし，滑走・空転時の地上子間のパルス数に加算して算出した。 

滑走・空転補正処理は全部で 51件あるが，このうち 2件は，3.2.2項に示す手法で選定し

た補正開始点では再粘着判定をできないことから，補正開始点をさらにさかのぼって同様

に選定することとし，3つ目もしくは 6つ目での再粘着判定可能な補正開始点を選定した。

Table 2.  Outline of a test line 

Line length About 14.5km（Double track） 
Gradients +15.9‰～-14.2‰（Outbound train） 

14.2‰～-15.9‰（Inbound train） 
Maximum 
speed 

27.8m/s（100km/h） 
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この選定は，複数箇所の補正開始点に対して同時に補正処理を行い，先に再粘着判定した

方を採用する処理を適用すればリアルタイム処理が可能である。なお，補正開始点として

選定した箇所からの補正である限りは，再粘着判定時に一時的な変動はあるものの，補正

に用いる距離のばらつきは想定誤差の範囲内にとどまる。 

地上子間距離を基準とした誤差は，勾配と曲線が組み合わさった箇所を含んだ場合におい

ても，その最大値は Fig.5 に示すように基本的には±2%程度，絶対量では Fig.6 に示すよう

に約±10m程度である。補正後の誤差が上記を超過するのは-6%（絶対量で約 37m）の 1箇

所のみである。この箇所についても，補正開始点を 1 つさかのぼった 2 つ目とすることで

誤差が 0%となり，上述の複数箇所の補正開始点に対して同時に補正処理を行うことで改善

可能である。 

なお，滑走・空転の事例において，速度発電機の検知速度の精度が悪くなると言われてい

る 1.4m/s（5km/h）以下(5)となる箇所はなく，本提案方式に影響を与えていないことは確認

している。この低速処理については，従来と同等の性能である。 

 

3.4 提案手法の評価 

 

3.4.1 評価項目 

提案手法の評価は，3.2 節に示す処理順序を考慮し滑走・空転検知，滑走・空転時の距離

 

Fig.6.  A histogram of error distance based on the reference one in case of occurrence of wheel skids and slips 

0

2

4

6

8

10
～

-7
0

-7
0
～

-6
0

-6
0
～

-5
0

-5
0
～

-4
0

-4
0
～

-3
0

-3
0
～

-2
0

-2
0
～

-1
9

-1
9
～

-1
8

-1
8
～

-1
7

-1
7
～

-1
6

-1
6
～

-1
5

-1
5
～

-1
4

-1
4
～

-1
3

-1
3
～

-1
2

-1
2
～

-1
1

-1
1
～

-1
0

-1
0
～

-9
-9
～

-8
-8
～

-7
-7
～

-6
-6
～

-5
-5
～

-4
-4
～

-3
-3
～

-2
-2
～

-1
-1
～

0
0
～

1
1
～

2
2
～

3
3
～

4
4
～

5
5
～

6
6
～

7
7
～

8
8
～

9
9
～

1
0

1
0
～

1
1

1
1
～

1
2

1
2
～

1
3

1
3
～

1
4

1
4
～

1
5

1
5
～

1
6

1
6
～

1
7

1
7
～

1
8

1
8
～

1
9

1
9
～

2
0

2
0
～

3
0

3
0
～

4
0

4
0
～

5
0

5
0
～

6
0

6
0
～

7
0

7
0
～

Fr
eq

u
en

cy
 [

ti
m

e
s]

Error distance [m]

Without compensation

With compensation



36 

補正，再粘着判定に関して行う。各評価項目を以下に示す。 

 

（１）滑走・空転検知   

滑走・空転検知のしきい値である慣性センサでの前後加速度（𝑎x）と速度発電機での加速

度（Ap）との差（𝑎x - Ap）がしきい値を超過したことで滑走・空転検知できることを確認

する。勾配がない区間と比較して，滑走・空転を検知しにくくなる勾配区間においても，

滑走・空転検知が可能であることを確認する。 

 

（２）滑走・空転時の距離補正 

勾配や曲線がある区間において，滑走・空転発生時に補正開始点が適切に選定されている

こと，また，補正処理ならびに距離誤差を確認する。 

 

（３）再粘着判定 

再粘着判定の評価は，補正後に再粘着判定条件を満たし，速度発電機の処理に移行するこ

とを確認する。これらについては，前項(2)の滑走・空転時の距離補正結果を算出するため

には，再粘着判定している必要があり，当該項にて再粘着判定の可否も含めて評価する。

よって，再粘着判定できない可能性について評価する。 

 

3.4.2 評価結果   

前項 3.4.1で述べた評価項目について以下に述べる。 

 

（１）滑走・空転検知の評価 

勾配が無い箇所で車輪が滑走した場合の例を Fig.7 に示す。滑走・空転判定値となる慣性

センサでの加速度と速度発電機での加速度の差（𝑎x - Ap）が滑走・空転検知のしきい値（最

大勾配が±35‰に相当する±0.34m/s
2（±1.23km/h/s））を超過した場合に滑走検知する。ま

た，Fig.8に下り勾配区間（-7.6‰）における滑走例を示す。勾配の大きさは，列車進行方向
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の重力加速度成分に換算して記載している。滑走・空転検知の判定は慣性センサの進行方

向加速度が下り勾配に相当する重力加速度成分（-0.075m/s
2（-0.27km/h/s））の影響を受ける

 

Fig.7.  A detection point in case of occurrence of wheel skids in a section without gradients 

 

Fig.8.  A detection point in case of occurrence of wheel skids in a section with gradients 
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が，勾配の無い箇所と同様に滑走・空転検知のしきい値にもとづき滑走検知が可能である。 

 

（２） 滑走・空転時の距離補正の評価   

①補正開始点の選定 

勾配がない区間での滑走補正例を Fig.9(a),(b)に示す。Fig.9(b)に示すように，滑走検知後

にさかのぼって加加速度判定（|Jp| < 0.42m/s
3（0.15km/h/s/0.1s）, |Ji| < 0.28m/s

3（0.1km/h/s/0.1s）, 

|Ji-Jp| < 0.14m/s
3（0.05km/h/s/0.1s））を行うことで，慣性センサでの加速度と速度発電機での

加速度の差（𝑎x - Ap）が勾配（0‰）に伴う加速度に近い箇所を補正開始点として選定され

ていることが確認できる。なお，微小滑走時に加加速度のしきい値未満となり，誤判定と

なることを軽減するため，あらかじめ滑走・空転検知後 2.5秒さかのぼってから補正開始点

を選定している。 

勾配（-7.6‰）区間での滑走時の補正例を Fig.10 に示す。勾配の大きさは，列車進行方向

の重力加速度成分に換算して記載している。慣性センサでの加速度と速度発電機での加速

度の差（𝑎x - Ap）が勾配（-7.6‰）に伴う加速度に近い箇所を補正開始点として選定してい

ることから，勾配の有無にかかわらず補正開始点は適切に選定されていることが確認でき

る。 

 

②補正処理 

補正処理中に勾配が 0‰から-10‰に変化し，また，曲線半径 400mの箇所を通過する場合

における補正結果を Fig.11 に示す。勾配の大きさは，列車進行方向の重力加速度成分に換

算して記載している。ヨー角速度やロール角速度が大きく変化する場合においては，ピッ

チ角速度に対する補正を行わない計測値と進行方向加速度での補正では正しく再粘着判定

できない。一方，6軸を用いたピッチ角速度を補正した場合は再粘着判定可能である。この

ように，提案手法を採用することで，勾配の有無，曲線の有無にかかわらず，補正開始点

を選定し，再粘着判定可能であることを，滑走・空転の 51件に対して確認している。 
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(a) A compensation result 

 

(b) Ji, Jp and Ji-Jp 

Fig.9.  A compensation result and Ji, Jp, Ji-Jp in case of occurrence of wheel skids in a section without gradients 
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Fig.11.  A compensation results in case of occurrence of wheel skids in a section with gradients and curves 

③距離誤差 

地上子間距離にもとづく誤差は，Fig.12に示すように基本的には 3.3.3項に示した，線区

勾配を考慮した想定する距離誤差内である。 

 

 

Fig.10.  A compensation result in case of occurrence of wheel skids in a section with gradients 
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補正時間が 7秒の箇所において約 9mの誤差となり想定誤差を超過するが，これは空転検

知しきい値以下の微小な空転が要因として考えられる。これについては，提案手法での滑

走・空転検知しきい値の大きさは従来の最大最小加減速度方式と比べて小さくできるもの

の，検知しきい値以下での微小な滑走・空転に起因する誤差であることから，数ｍ程度の

余裕を加算して対応する。このような微小な滑走・空転に対する具体的な余裕値は走行実

績にもとづき設定することになる。 

なお，3.3.4項に示した，誤差が約 37mとなる箇所についても想定誤差以内である。 

 

（３）再粘着判定の評価 

再粘着については補正時間が長くなる場合，センサ誤差の蓄積により，速度に関する再粘着

判定条件を満たさなくなる可能性がある。この速度に関する再粘着判定条件を満たす範囲につ

 

Fig.12.  Error distance and compensation duration in case of occurrence of wheel skids and slips, where 

estimated error distance is based on Fig.4 
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いては，3.3.2項③の再粘着判定のしきい値（0.056m/s2（0.2km/h/s）×補正時間）である。こ

の場合におけるセンサに対する誤差の許容値は 0.056m/s2（0.2km/h/s）と考えることができる。

この誤差の要因としては，速度発電機の加速度分解能に伴う誤差，慣性センサの加速度誤差，

ならびに，慣性センサの角速度誤差があげられる。これらの内，速度発電機の加速度と慣性セ

ンサの加速度の値は瞬時の値を使用するが，慣性センサの角速度の値については時間積分して

角度に換算して使用する。その結果，補正時間が長い場合には角速度誤差が蓄積して，上述の

誤差の許容値 0.056m/s2（0.2km/h/s）を超過する可能性があり，補正可能な時間には最大値が

ある。この角速度に対する誤差許容値は，再粘着判定時のセンサ誤差の許容値（0.056m/s2

（0.2km/h/s））から，速度発電機の加速度と慣性センサの加速度を差し引いた値に相当する。

以下，この補正時間の最大値を，角速度誤差は補正時間に比例すると仮定して算出する。 

3.3.3項で述べたように，速度発電機の分解能が 0.042m/s2（0.15km/h/s）であり 0.021m/s2

（0.075km/h/s）程度の誤差，また慣性センサの加速度誤差が 0.015m/s2（0.053km/h/s）であ

る。これらの値から，角速度誤差の最大許容値は 0.02m/s2（0.072km/h/s）となることから，

ここでは慣性センサの角速度誤差の許容値は 0.014m/s2（0.05km/h/s）程度とする。一方，慣

性センサの角速度誤差（Δ𝑎ω）は 0.025deg/s（進行方向加速度成分 0.0042m/s2（0.015km/h/s）

相当）であることから，角速度誤差の許容値を超過するのに要する時間は Δ𝑎ωが補正時間に比

例すると仮定した場合には 3 秒となり，また 3.3.3 項と同様に 0.1×Δ𝑎ωを想定した場合は 32

秒となるので，補正可能な時間の最大値は 3 秒から 32 秒の範囲となる。現車試験での距離誤

差の実績値（Fig.12）においては，発生した誤差が基本的には速度発電機誤差と加速度誤差と

角速度誤差の 1/10（Δ𝑎t +Δ𝑎a +0.1×Δ𝑎ω）の曲線内であることから，角速度誤差は 0.1×Δ𝑎ωの

程度であり，補正時間は 32秒まで対応可能である。 

この補正時間 32秒を超過する 3箇所のうち 2箇所（37.7秒，45.2秒）は，距離誤差の算

出のため地上子間での複数の滑走・空転を合計したことに起因したものである。残り 1 箇

所の 33.1 秒の箇所は 3.3.4 項で述べた誤差 37m となる箇所であり，補正開始点を 1 つさか

のぼった 2 つ目とすることで補正時間は 16.5 秒となり，前述の複数箇所の補正開始点に対

して同時に補正処理を行うことで改善可能である。このようなことから，対応する必要が
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ある補正時間は Fig.12 に示す 29.6秒以下の箇所であり，最大 30秒程度と見なすことができ

る。 

よって，角速度誤差を考慮した最大補正時間（32秒程度）に対して，補正時間は最大 30

秒程度であることから，角速度誤差に伴い再粘着判定ができない事象が発生する可能性は

小さいと考える。 

 

3.4.3 従来手法との相違 

慣性センサと速度発電機を併用する提案手法と，速度発電機のみを用いる従来手法との相

違について，以下に述べる。 

 

（１）滑走・空転検知の評価 

速度発電機のみを用いて滑走・空転検知する場合には，列車の加減速と滑走・空転の区別

を確実に行うため，勾配のない水平箇所における列車の加減速度（加速度 0.58～0.92m/s
2（2.1

～3.3km/h/s），減速度 0.97～1.4m/s
2（3.5～5.2km/h/s））(8)ならびに勾配箇所の走行での重力

加速度成分（35‰では 0.34m/s
2（1.23km/h/s））を考慮した滑走・空転の検知しきい値とする

必要がある。 

一方の提案手法は，慣性センサの加速度と速度発電機の加速度を比較するので，列車の加

減速度をしきい値に含む必要がなく，勾配とセンサ誤差のみを考慮したしきい値設定でよ

い。センサ誤差は列車の加減速度と比較して約１桁程度小さく，提案手法は早期の滑走・

空転検知が可能である。 

 

（２）滑走・空転時の距離補正の評価 

滑走・空転検知時の距離補正には，最大最小加減速度を用いた補正の方式がある(5)。これ

は補正後の列車位置が真の列車位置となるようにするもので，列車位置を前部と後部に分

けて管理し，滑走時には前部位置は線路勾配を加味した最小の減速度（惰行を含む）とし

後部位置は最大の減速度で算出する。また，空転時には前部位置は最大加速度，後部位置
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は最小の加速度（惰行を含む）で走行したものとして補正する。この方式は近年導入され

た ATACS にも適用されている(2)。 

提案手法も，センサ誤差・勾配誤差をもとに発生しうる誤差を見積もる点は同じである。

ただし，提案手法では，最大最小加減速度ではなく，センサ誤差と線区の最大勾配で見積

もることで距離補正の誤差を小さくできる点で優れている。以下，その詳細を述べる。 

 

①補正開始点の選定 

最大最小加減速度方式は，滑走・空転検知点からの補正であり，補正開始点の選定はして

いないので，列車の加減速度（加速度 0.58～0.92m/s
2（2.1～3.3km/h/s），減速度 0.97～1.4m/s

2

（3.5～5.2km/h/s））(8)を考慮した滑走・空転検知しきい値に伴う補正距離誤差が生じる。一

方の提案手法の滑走・空転検知しきい値は，勾配を考慮した 0.34m/s
2（1.23km/h/s）と小さ

い。また，補正処理は滑走・空転の検知点からではなく補正開始点を選定して実施してい

ることから，本提案手法は加減速度情報に基づき算出した補正のための距離のばらつきを

滑走・空転検知しきい値による距離のばらつき以下まで低減でき，距離誤差を低減できる。 

 

②補正処理 

最大最小加減速度方式の場合，列車の最大最小加減速度分と勾配に伴う加速度が誤差とな

る。一方の提案手法ではセンサ誤差と勾配に伴う加速度が誤差となる。よって主な相違は

列車の加減速度となる。例えば滑走時の誤差は列車の最大減速度が 1.4m/s
2（5.2km/h/s）の

場合は，補正時間を 10 秒と仮定すると 72m となり，空転時の誤差は列車の最大加速度が

0.92m/s
2（3.3km/h/s）の場合は，補正時間を 10 秒と仮定すると 46m となる。提案手法はこ

れらの誤差を考慮する必要がなく，距離誤差を低減できる。 

 

③距離誤差 

①，②で述べた理由から，最大最小加減速方式と比較して提案手法は距離誤差を低減する

ことができる。しかしながら，列車制御システムに適用するためには安全性確保のため最
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悪値での検討も必要となる。そこで安全余裕距離について比較する。 

最大最小加減速度方式の場合，滑走・空転発生後の補正時にとりうる加減速度を考慮した

余裕を含めて補正するので，補正時間に応じた余裕距離を設定する。一方の提案手法では

滑走・空転の有無にかかわらず常に想定距離誤差を予め設定している。これは，滑走・空

転補正処理のため慣性センサを使用するので，この誤差を考慮した安全余裕距離を予め確

保しておかなければ再粘着判定に失敗した時に，必要となるブレーキ距離を確保できない

ことによる。以下，安全余裕距離の面からの距離誤差の相違を述べる。 

まず，最大最小加減速度方式における，想定する距離誤差の値の大きさは，仮に提案手法

と同じく 3.4.2 項（３）で想定した補正時間が 32 秒継続する場合，車両性能に伴う加減速

度分に起因した距離誤差は，最大減速度が 1.4m/s
2（5.2km/h/s）では 740m となり，最大加

速度が 0.92m/s
2（3.3km/h/s）では 469mとなり，これらの距離誤差を考慮した在線範囲とす

る必要がある。実際にはさらに勾配分の重力加速度成分による距離誤差を在線範囲として

考慮する必要がある。 

一方，提案手法における想定距離誤差は，3.4.2項（３）で想定した 32秒を最大補正時間

とした場合，±105m（勾配 16‰，角速度センサ誤差が 0.1×Δ𝑎ωの時）となる。また，安全

余裕であるので角速度誤差を厳しく見積もった場合（勾配 16‰，角速度センサ誤差が Δ𝑎ω

の時）は±169mである。 

このように，提案手法は最大最小加減速度方式と比較して，補正時間が大きい滑走・空転

時において在線範囲を狭めることができる点において優れている。 

なお，想定する距離誤差の設定方法の相違については，最大最小加減速方式が発生時に補正

時間に応じて余裕距離を増やすのに対して，提案手法では再粘着判定できない可能性を想定し

た最大補正時間に応じた距離誤差をあらかじめ安全余裕距離として常時設定する点が異なる。 

この安全余裕距離を常時設けることに伴う影響の一つとしては，制御対象の列車長が線路有

効長を超過する点があげられる。すなわち，例えば単線区間の駅部における列車の行き違いが

できなくなる。これについては，基本的には線区ごとの線路有効長から列車長を差し引いて最

大設定可能な安全余裕距離を算出し，これを満たすことができる以下に示す勾配値と最大補正
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時間を設定する手順で対応する。以下，提案手法の適用可能性の検討のため，短編成車両（1

両）を例に，安全余裕距離の設定に伴う影響を述べる。 

例えば，勾配 16‰の箇所においては，±169mの安全余裕距離（1車両が 20mの場合には 17

両相当）となるので，実際の編成長（1両）を加算した列車長（以下，制御対象列車長）は 18

両となる。そこで，全線にわたってこの勾配 16‰を考慮した 18両の線路有効長を確保するこ

とが難しい場合には，勾配の大きさに応じて区間ごとに安全余裕距離を設定する。このように

することで，線路有効長の制約から安全余裕距離を大きく伸ばすことができない駅付近におい

ても，駅の勾配は基本的には小さいことから安全余裕距離を削減できる。駅の勾配が 0‰の場

合には，安全余裕距離は±88m（1車両が 20mの場合には 9両相当）で，実際の編成長（1両）

を加算した制御対象列車長は 10両となり，勾配 16‰を考慮した場合と比較して約 45%低減で

きる。 

また，さらに線路有効長が短い線区において，安全余裕距離を短くする必要がある場合には，

最大補正時間を削減して対応する。例えば，最大補正時間を 32秒としているが，12秒削減し

た 20秒に設定することで，安全余裕距離を±24.2m（1両が 20mの場合には 3両相当）まで削

減可能となり，実際の編成長（1両）を加算した制御対象列車長を 4両まで短縮できる。補正

時間を削減した場合には，滑走・空転時に最大補正時間を超過する可能性はあるものの，通常

運用時の走行において約 90%が 10秒以下の滑り(7)であり，実運用において問題ないと考える。

ただし，稼働率に影響するので線区全体での確認は必要である。 

一方，安全余裕距離を常時設定することに伴って制御対象列車長が長くなり時隔への影響

も想定される。仮に 16‰の勾配を想定した±169m の安全余裕距離を設定した場合，実際の

列車長 20m より 338m 伸ばすことになる。この場合における時隔への影響は，駅出発時を

想定して，列車が停止状態から比較的加速性能が低い加速度 0.58m/s
2（2.1km/h/s）にてホー

ムトラック（列車長分と仮定）を進出するのに要する時間を比較して算出する。列車長を

延伸した場合の 358mの走行に必要な時間が約 35秒であり，一方，実際の列車長 20mのみ

の場合は 8秒であることから，約 27秒が安全余裕距離を常時設定した時の影響となる。こ

の値については，提案手法を適用する様な，弱め軸を設定できない短編成が走行するよう
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な線区においては，勾配が 16‰程度であるならば常時安全余裕距離を設定することによる

時隔への影響は小さいと考える。また，上述のように区間ごとに勾配を考慮した安全余裕

距離を設定するならば制御対象列車長は 10両程度に設定でき，既に首都圏において高密度

運転の実例があることから，提案手法の適用に問題はないと考える。 

 

（３）まとめ 

提案手法は，速度発電機のみを用いた従来手法と比較して，早期の滑走・空転検知が可能

である。また，滑走・空転検知後の補正処理は最大最小加減速度による補正処理と比較し

て距離誤差を低減できる。特に 1 両編成という短編成車両にも適用可能な利点がある。一

方，留意点としては，滑走・空転の有無にかかわらず想定距離誤差を常時設けるので，常

時列車長が伸びることになるので安全余裕距離を適切に設定しなければ線路有効長や時隔

に影響する可能性がある。しかし，線路有効長の制約については上述の勾配値と最大補正

時間を適切に設定して安全余裕距離を短くすることで対応可能である。また，時隔への影

響については提案手法が想定している弱め軸を設定できない短編成が走行するような線区

においては影響が小さく，また上述の勾配値と最大補正時間を適切に設定して安全余裕距

離を短くすれば基本的には問題ない。 

 

3.5 要約 

 

本章では，車上位置検知システムについて検討した。成果の要約は以下のとおりである。 

(1) 車軸に設置した速度発電機を用いた距離の算出方式は，車輪の滑走・空転の影響を

受けることから，その対策の一手法として，滑走・空転の検知時に，慣性センサを

用いた距離算出方式を提案した。提案手法は，慣性センサと速度発電機を併用した

列車速度・距離算出手法であり，非駆動軸を持たない車両や短編成車両でも適用可

能である。路線勾配と曲線が組み合わさった区間での補正処理における誤差低減の

ために，慣性センサの加速度（3軸）と角速度（3軸）を用いた補正処理としている。 
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(2) 現車試験で時刻管理して記録したデータにもとづくシミュレーション解析を行い，

提案手法の有効性を明らかにした。 

 

なお，補正速度・絶対位置については，速度発電機の分解能の確保のため，また車両振動

の影響除去のため，移動平均を適用して算出しており，実際の速度・絶対位置と比較して

遅延が発生する。この移動平均時間の短縮ならびに列車制御アプリケーションへの反映法

については今後の課題としたい。 
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第４章 アベイラビリティ向上対策決定法 

 

4.1 はじめに 

 

鉄道信号装置は，装置の障害が重大事故に直結する可能性が大きく，高い安全性が要求され

る。このような鉄道信号装置では，装置内に故障が発生しても安全側に制御できるように，フ

ェールセーフを基本とした対策が施され(1)，そのための安全性解析・評価には，マルコフモデ

ル，FTA（Fault Tree Analysis），FMEA（Failure Mode and Effects Analysis）などが用いられる。

これら手法を組み合わせることにより，不安全な事象の抽出とこれら不安全事象への対策の確

認がなされている(2)。 

一方，RAMS国際規格が発行され(3)，Ｒ（Reliability：信頼性），Ａ（Availability：アベイラビ

リティ），Ｍ（Maintainability：保全性），Ｓ（Safety：安全性）を観点とした総合的な解析・評

価が必要とされ，鉄道輸送の安全性だけでなく安定性としてのアベイラビリティ向上も求めら

れている。 

過去の研究においては，システム構築の評価方法について LCC（Life Cycle Cost：ライフサイ

クルコスト）評価法の研究(4)がある。また，英国の Yellow Book には費用対効果に基づく対策

の決定例が示されている(5)。これらの研究では，鉄道信号装置のアベイラビリティ向上のため

に適用する対策の決定法が，費用を最小化することを判断基準として論じられている。しかし，

コスト面・技術面から現状で適用可能な対策を対象としてボトムアップ的に解析しており，障

害発生頻度と障害発生後の影響を総合的に考慮して戦略的に適用対策を決定する方式ではない。

そのため，線区の条件に応じた効果的な対策の組み合わせた解を得るのは難しい。 

このようなことから，目標アベイラビリティを達成するため，障害発生頻度と障害発生後の

影響を総合的に考慮して戦略的に適用対策を決定する方法を提案する。 

以下，4.2節では提案手法である目標アベイラビリティ達成のための対策決定法を述べ 4.3節

では提案手法の適用例を示し，障害発生頻度と障害発生に伴う停止時間の二成分に分けて解析

する手法の有効性を示す。 
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なお，本論文では安全性については現状で要求されるレベルは確保されていることを前提と

する。 

 

4.2 目標アベイラビリティ達成のための対策決定法 

 

4.2.1 目標アベイラビリティ達成の対策決定法とその特徴 

本論文で対象とするアベイラビリティAは，MTBF（Mean time between failures：平均故障間

隔）とMTTR（Mean time to repair：平均修復時間）を用いて式(1)で定義されるとする。 

𝐴 =
𝑀𝑇𝐵𝐹

𝑀𝑇𝐵𝐹 + 𝑀𝑇𝑇𝑅
 

 提案する目標アベイラビリティ達成のための適用対策の検討においては，平均故障間隔

（MTBF）の定義から，偶発故障期においては，単位時間あたりの障害件数（λ）は 1/MTBFで

あることを用いて，アベイラビリティ（A）の定義式(1)を式(2)に変形し，単位時間あたりの障

害件数と１障害あたりの平均修復時間（平均停止時間）は，アベイラビリティ一定のもとでは

反比例の関係にあることに着目する。 

𝜆 =
1 − 𝐴

𝐴
×

1

𝑀𝑇𝑇𝑅
 

ここで，鉄道信号装置の場合には，MTTR は障害が発生してから復旧するまで運行ができな

くなるために生じる列車の停止時間に対応する。具体的に，MTTR は鉄道信号装置の構成機器

i内の障害による平均停止時間 Tiに対応し，式(2)の λおよびMTTRは偶発故障期においては式

(3)のように定義する。これらパラメータに対しては鉄道信号装置を構成する，個々の機器の使

用実績の値を適用する。 

           𝜆𝑖 = ∑ 𝜆𝑖𝑗𝑗  

   𝑀𝑇𝑇𝑅 = 𝑇𝑖 = （∑ 𝜆𝑖𝑗𝑗 × 𝑡𝑖𝑗）／∑ 𝜆𝑖𝑗𝑗   

Ti：平均停止時間，λij：機器 i 内の障害 j についての単位時間あたりの障害件数，tij：機器 i

内の障害 jによる停止時間，i：鉄道信号装置の構成機器，j：機器内の障害 

 

これにより，アベイラビリティをパラメータとして，縦軸を鉄道信号装置の単位時間あたり

…………………………（３） 

 

………………（１） 

…………………（２） 



52 

の障害件数，横軸を１障害あたりの平均停止時間として関係づけることができる（図 1）。この

ようにアベイラビリティを図 1に示す２軸で表現することで，輸送の安定性としてのアベイラ

ビリティ向上のための適用対策が障害件数の低減の成分と，停止時間の短縮成分の二次元で判

断可能になる。すなわち，障害発生頻度と障害発生後の影響を総合的に考慮した戦略的な適用

対策の決定が可能になる。 

例えば，故障の予兆をとらえるためのモニタリングを行う対策は障害件数を低減する対策で

あり，障害発生後の停止時間の短縮にはつながらないことや，障害箇所を迂回するための複ル

ートは，障害発生後の停止時間の短縮になるが，障害件数の低減にはならないことなど，適用

対策の特徴を明確にできる。これにより，システムに求められるアベイラビリティの改善方向

に応じた効果的な対策の適用の決定や，障害発生頻度は減少したものの，平均停止時間が逆に

大きくなるなどの事象の発生を防ぐことが可能になる。また，モニタリング対策に対して，例

えば，機器の計画的な取り替えを追加するといった適用する対策の組み合わせの検討も可能に

なる（図 1）。 

提案手法を適用することにより，単位時間あたりの障害件数が少ないものの障害発生後の停

 

図 1 鉄道信号装置のアベイラビリティ向上対策とその効果 
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止時間が長い装置に対して，多重化などによる障害件数の低減策を一律に適用することを防止

できる。また障害発生頻度に加えて，停止時間の短縮も同時に検討することが可能になり，対

策の選択肢の増加が期待できる。 

なお，以上では鉄道信号装置のある構成機器単体を対象として議論したが，複数の構成機器

から成る線区全体のアベイラビリティの検討にもその考え方は同様に適用できる。すなわち，

複数の構成機器から成る線区全体を対象とする場合には，式(2)において線区全体での鉄道信号

装置の単位時間あたりの障害件数を λ，線区全体で障害が発生した時の平均停止時間を MTTR

として，式(4)のように定義する。ここで λiと Tiは式(3)によることとし，偶発故障期を前提と

したものである。なお，これらパラメータに適用する値は，式(3)で述べたように鉄道信号装置

の使用実績の記録にもとづき適用する。 

                  𝜆 = ∑ 𝜆𝑖𝑖  

                 𝑀𝑇𝑇𝑅 = （∑ 𝜆𝑖𝑖 × 𝑇𝑖）／∑ 𝜆𝑖𝑖   

また，構成機器種別ごとに検討する場合には，式(4)において構成機器種別ごとに同一の単位

時間あたりの障害件数，平均停止時間の値をとればよい。 

 

4.2.2 目標アベイラビリティの設定と提案手法の適用手順 

前項に示す提案手法を適用するにあたっては，線区規模で鉄道信号装置の構成機器種別ごと

に目標アベイラビリティを設定し，それを達成するための適用対策を決定する。その理由は，

同一種別の構成機器に対して共通で有効な適用対策を把握することが優先されるべきとの考え

による。これら式(3)，式(4)の値については，実績データから求めることが可能である。なお，

特定の箇所に設置された個々の構成機器に対して有効な適用対策を検討する場合には，個別の

単位時間あたりの障害件数，停止時間を用いて対応する。また，アベイラビリティの設定にあ

たっては，構成機器の故障によって遅延を受けた乗客数で定義する輸送損失を導入する。 

以下に，提案手法の適用手順を示す。 

 

 

……………………………（４） 
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（１）STEP 1：現状のアベイラビリティの算出 

線区全体に設置されている鉄道信号装置の構成機器種別ごとの現状のアベイラビリティを算

出する。このアベイラビリティは，線区における当該種別の全構成機器を対象としてその故障

によって生じる列車停止時間の総和と,列車運転時間の総和をもとに式(1)から求める。ここで，

列車停止時間は，各故障によって影響を受けた最初の列車の遅延が最大であると考え，その停

止時間を採用する。 

線区における鉄道信号装置全体のアベイラビリティは，構成機器種別ごとの列車停止時間の

総和を加算し，同様に式(1)を適用して求める。 

また，現状の輸送損失 Aは，その線区における単位時間当たりの輸送人数と列車停止時間と

の積から求める。 

 

（２）STEP 2：目標アベイラビリティの設定 

輸送の安定性の向上のための目標アベイラビリティを，輸送損失を介して設定する。STEP 1

で求めた輸送損失 Aに対し，鉄道信号装置への対策によって実現する目標輸送損失 Bを設定す

る。この差分 C（=A-B）が鉄道信号装置のアベイラビリティ向上によって減少させる輸送損失

であり，効果である。 

差分 Cの構成機器種別への割り付けについては，STEP 1で求めた各構成機器の種別単位のア

ベイラビリティをリストアップし，その値が小さい構成機器種別を選定する。選定した構成機

器種別に対して差分 Cを配分し，輸送損失の改善に対応する停止時間を減じて式(1)によってそ

れら構成機器種別の目標アベイラビリティとして設定する。 

なお，差分 Cの配分については，単一の構成機器種別を対象とすることも複数の構成機器種

別を対象とすることも可能である。 

 

（３）STEP 3：目標アベイラビリティを達成するための適用対策の決定 

STEP 2で選定，設定した鉄道信号装置の構成機器種別単位の目標アベイラビリティを実現す

る対策について，4.2.1項で述べた提案手法によって検討，決定する。 
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なお，適用対策の検討は，構成機器の種別単位だけでなく，複数の構成機器種別を対象とし

て線区全体の鉄道信号装置に対する適用対策の決定を行うことも可能である。 

 

4.3 提案手法の適用 

 

 提案手法の有効性を確認するため，本手法をある線区に適用し，目標アベイラビリティを達

成するための対策を戦略的に決定する過程を示す。ここでの提案手法の適用にあたっては，4.2.2

項での手法の適用手順で示したアベイラビリティ，列車停止時間，輸送損失の算出に線区の障

害管理記録データを用いる。 

 

4.3.1 解析対象線区の概要 

解析対象とする線区（以下，A 線）は，複々線箇所を一部に含む区間長が約 50km，連動駅

数が 15箇所，代表的な駅の一日あたりの列車発着本数は 2,250本である。当該線区の障害管理

記録（以下，障害データ）は，鉄道総研 鉄道技術推進センターの鉄道安全データベース（２号

様式）に基づく。２号様式は運休が１本以上もしくは遅延時間が旅客列車の場合は 30 分，貨

物列車は１時間以上のものに対して記載が求められる。解析対象とする期間は，2001 年 10 月

から 2006年 11月まで約 45,300時間（以下，５年間）である。なお，本論文は鉄道信号装置を

対象とするので，踏切装置については対象としていない。 

 

4.3.2 現状把握 

4.3.2.1 現状のアベイラビリティの算出 

現状のアベイラビリティは，線区内に設置された鉄道信号装置の構成機器の障害に伴う最初

の列車の停止時間により算出する。駅中間，駅構内における地上信号方式での鉄道信号装置の

構成機器のモデルを，それぞれ図 2，図 3に示す。  
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図 3 駅構内モデル（地上信号式） 
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ケーブル（機器室内）連動

ＣＴＣ,運行管理等

図 4に対象とするA線における構成機器の種別ごとに集計した列車停止時間（５年間）の実

績を示す。各棒グラフ内の区分は，構成機器の種別ごとの故障原因を示す。 

A線における線区全体の鉄道信号装置の５年間における総停止時間とアベイラビリティは，

図 4の構成機器種別ごとの総停止時間（５年間）の実績，それぞれ 31.4[h]，99.93[%]（24時

間連続使用として算出）である。 

 

図 2 駅中間モデル（地上信号式） 
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なお，構成機器種別ごとのアベイラビリティは，図 4の構成機器種別ごとの列車停止時間か

ら求められる。 

 

4.3.2.2 輸送損失の算出 

現状の輸送損失は，4.2.2項の STEP 1で述べたように，列車停止時間とその線区における単

位時間当たりの輸送人数の積から求める。 

A線では，列車本数が最大となるピーク時間帯の列車本数は，複々線箇所での１時間あたり

の上下方向の列車本数の総和の最大値が 101本であることから，ある地点を基準とした通過車

 

図 4 構成機器の種別ごとの列車停止時間の合計値とその内訳（A線，５年間） 
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両数の最大値は，10[両]×101[本/h]＝1,010[両/h]である。ここで，混雑率を200[%]，定員は約150[人

/両]と仮定すると，ピーク時の１時間あたりの輸送人数＝1,010[両/h]×150[人/両]×2 [混雑

率]=30.3 [万人/h]となる。 

一方，A線における現状の列車停止時間の合計値は 31.4[h]（５年間）である。よって，輸送

損失はピーク時の１時間あたりの最大輸送人数が 30.3[万人/h]とすると，952[万人]（５年間）

となる。この結果，A線の１年あたりの鉄道信号装置に関する輸送損失は，184[万人]と算出さ

れる。 

 

4.3.2.3 解析対象線区の特徴 

解析対象線区は高密度線区であるとともに，解析対象期間内で高架化工事に伴う鉄道信号装

置の更新が継続して行われている。このような線区では通常の保守とは異なる更新に伴う障害

の発生があるため，一般的な対策が必ずしも有効ではない。これに対し，本提案手法は，解析

対象線区の障害実績データに基づいて障害発生頻度と平均停止時間の両面からアベイラビリテ

ィ向上策を検討するものであり，線区の特徴や特情を反映した目標アベイラビリティ達成の対

策の決定ができる点に大きな特徴がある。 

 

4.3.3 目標アベイラビリティの設定 

（１）線区全体における鉄道信号装置の目標アベイラビリティ 

A線における鉄道信号装置の構成機器の種別ごとの障害に起因した列車停止時間の実績値の

合計，すなわち，線区全体における鉄道信号装置の障害に基づく輸送損失を表 1に示す。列車

 
表 1 輸送損失，許容列車停止時間，鉄道信号装置のアベイラビリティの目標値 

目標低減割合 輸送損失の目標値 許容列車停止時間の目標値 鉄道信号装置のアベイラビリティ目標値 

現状 184[万人/年]※1 6.08[h/年]※2 99.93[%] 

現状の25%減 138[万人/年] 4.56[h/年] 99.95[%] 

現状の50%減 92[万人/年] 3.04[h/年] 99.97[%] 

 現状の90%減 18[万人/年] 0.61[h/年] 99.993[%] 

※1 A線の列車停止時間の実績値(５年間の平均)をもとに算出 
※2 A線の列車停止時間の５年間の平均値 
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停止時間の実績値は，最初の列車の停止時間の合計値で算出すると 6.08[h/年]（５年間平均）で

ある。輸送損失の目標値は，０にすることが望ましいが完全に０にするのは現実的には難しい

ので，ここでは列車停止時間の実績値に基づく 184[万人]から 138[万人]への約 46[万人]の低減

とし，現状の 25%の削減と設定する。このとき，許容列車停止時間は 6.08[h/年]から 25%減の

4.56[h/年]となる。 

なお，アベイラビリティについては，鉄道信号装置を構成する各機器は 24時間連続使用であ

るが，列車運転時間は 22時間であり，厳密には稼働時間に 2時間の相違がある。しかしながら

列車運転終了後の鉄道信号装置の停止も，初列車に影響する可能性があるとの考えから 24時間

連続使用で算出する。つまり，鉄道信号装置のアベイラビリティは，列車停止時間を鉄道信号

装置の停止時間とし，24時間連続使用で算出する。この考えにもとづき，ここでの機器に適用

する対策の検討においては，99.93[%]から 99.95[%]への改善を目標とする。 

仮に，１路線あたりの鉄道信号装置に関する輸送損失の目標値を，現状の 50%減に相当する

１年（8,760[h]）あたり 92[万人]までの減少とする場合，ピーク時間帯で輸送損失を算出したA

線の許容列車停止時間は 92 [万人]/30.3 [万人/h]＝3.04 [h]となり，24時間使用での目標アベイラ

ビリティは，(8,760-3.04)/8,760=99.97[%]となる。 

目標値を現状の 90%減とした１年間に 18[万人]とするには，列車停止時間を 0.61[h]に抑える

必要がある（表 1）。この場合における削減量（5.5[h]）は，例えば軌道回路に関する５年間分

の障害（6[h]）対策に相当する大きさである（図 4）。 

（２）対策を適用する構成機器種別の選定 

A線における構成機器種別ごとのアベイラビリティを図 5に示す。図 5の縦軸は５年間の障

害件数，横軸は停止時間の平均値である。各プロットはA線内における構成機器の種別を示し，

図内の曲線はアベイラビリティの値である。図 5の右上の領域にプロットされる機器ほどアベ

イラビリティは悪く，アベイラビリティが最も悪いのは連動装置であり，続いて，軌道回路，

ケーブル駅中間，転てつ機の順である。 

4.2.2項の STEP 2および STEP 3で述べたように，目標アベイラビリティ実現のための輸送損

失差分の配分は，単一の構成機器種別を対象とすることも複数の機器種別を対象とすることも
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可能である。ここでは，連動装置と転てつ機を選定し，単一と複数の構成機器種別を対象とす

る２つのケースを扱う。軌道回路やケーブルではなく転てつ機を選定する理由は，不明あるい

は各機器内の構成要素以外が関係する外乱による故障原因が少なく，適用すべき対策がより検

討し易いためである。外乱等による故障に対する対策はアベイラビリティ向上のために重要で

あるが，別の研究成果を待ちたい。 

 

4.3.4 目標アベイラビリティを達成するための適用対策の決定 

A線全体における鉄道信号装置の目標アベイラビリティ値は，輸送損失の 25%減とした場合，

先に述べたように現状の 99.93[%]から 99.95[%]への改善が必要となる。 

ここで，線区全体における鉄道信号装置の目標アベイラビリティを達成するための改善対象

 

注）○数字は改善順序を示す 

図 5 構成機器種別ごとのアベイラビリティ（A 線） 
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の構成機器種別を上述の手順で選定した連動装置と転てつ機とする。適用する対策は，これら

構成機器種別の障害データに示す障害原因をもとに，最初に，選定した構成機器の種別単位で

最も効果の高い対策を決定する。続いて，複数の構成機器種別を対象として線区全体の鉄道信

号装置に対する適用対策の決定を行う。 

なお，対策を適用した場合には，関連する障害は発生しないと仮定する。 

 

（１）構成機器の種別単位での適用対策の決定 

連動装置と転てつ機それぞれの装置における対策のうち，最も効果的な対策を決定する。 

連動装置に関する対策の候補としては，障害データに示す障害原因をもとに，①異常時試験

の十分性，②取扱い規定の遵守，③現場機器と連動装置間の電気配線の確認徹底（以下，電気

配線の確認徹底），④システム仕様の明確化を仮定した。これら対策による障害件数の低減効果

は，図 6に示すように，いずれも１件であり差はない。しかし，平均停止時間の短縮効果は「③

電気配線の確認徹底」が最も大きく，アベイラビリティの改善効果が最も高い対策となり，次

いで「④システム仕様の明確化」の順となる。連動装置において，これら二つの対策を適用す

ることにより，障害件数は２件減少して 32 件となり，停止時間は 31.4[h]から 22.4[h]に減少す

る。これにより，平均停止時間は 0.92[h]から 0.70[h]となる。その結果，アベイラビリティは現

状の 99.93[%]から所期の目標値である 99.95[%]までの改善が期待できる。 

転てつ機に関する対策の候補としては，障害データに示す障害原因をもとに，(A)部品の劣化

診断，(B)異物介入に対する分岐器の強化，(C)状態監視の強化を仮定した。これらの対策によ

る，平均停止時間の低減効果は，図 7に示すように大きな差はない。一方の，障害件数の低減

効果は，「(C)状態監視の強化」が最も大きく，アベイラビリティの改善効果が最も大きな対策

となる。転てつ機においては，図 7に示す対策を全て適用しても，停止時間は 31.4[h]から 27.6[h]

への減少であり，アベイラビリティは 99.94[%]であることから，所期の目標値である 99.95[%]

のアベイラビリティは達成できない。 
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図 6 連動装置を対象とした適用対策の決定 

 

図 7 転てつ機を対象とした適用対策の決定 
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図 8 複数の構成機器種別（連動装置と転てつ機）を対象とした適用対策の決定 

（２）複数の構成機器種別を考慮した線区全体の鉄道信号装置を対象とした適用対策の決定 

連動装置と転てつ機で選定した全対策を比較して最も効果的な対策を決定する。ここでは，

アベイラビリティの改善効果が大きい各機器種別で決定した対策を優先する。その結果，図 8

に示すように，連動装置に関する「③電気配線の確認徹底」と，転てつ機に関する「(C)状態監

視の強化」の二つの対策となる。これら二つの対策を適用することにより，障害件数は４件減

少して 30件となり，停止時間は 31.4[h]から 23.2[h]に減少する。これにより，平均停止時間は

0.92[h]から 0.77[h]となる。その結果，図 8内の太矢印に示すようにアベイラビリティは現状の

99.93[%]から所期の目標値である 99.95[%]までの改善が期待できる。 
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なお，厳密には 4.2.2項の STEP 2および STEP 3で述べたように目標アベイラビリティ実現

のための輸送損失差分を配分し，適用対策を決定する必要はあるが，ここでは障害実績データ

から適用可能な対策を先に選択し，そのアベイラビリティ改善効果を確認する簡略的な方法を

採用した。 

(1)もしくは(2)に示した対策のいずれかを選択することで，目標アベイラビリティ 99.95[%]

をほぼ達成でき，表１に示した現状の輸送損失 184[万人/年]が 138[万人/年]，また現状の列車停

止時間が 6.08[h/年]が 4.56[h/年]となることから，輸送損失 25%減（約 46[万人/年]），列車停止

時間の 25%減が期待できる。 

このように提案手法を鉄道信号装置の更新が継続して行われている高密度線区に適用した結

果，解析対象線区における構成機器種別ごとのアベイラビリティでは連動装置が最も悪く，他

の構成機器種別と比較して平均停止時間が大きい特徴があることを明確にできた。提案手法を

用いて選定した対策は，連動装置については平均停止時間の低減，転てつ機については障害発

生頻度の低減といった相違があることを確認できた。また，目標アベイラビリティを達成する

ための効果的な対策の決定が，障害発生頻度の低減だけでなく，装置停止時間の低減の面から

も可能であることを確認できた。 

 

4.4 要約 

 

本章では，アベイラビリティ向上対策決定法について検討した。成果の要約は以下のとおり

である。 

(1) 鉄道信号装置の目標アベイラビリティ達成のための対策の決定法を提案した。提案手法は，

目標アベイラビリティを達成するため，システムに効果的な対策を決定することを目的と

する。システムへ適用する対策は，単位時間あたりの障害件数の低減成分と，１障害あた

りの平均停止時間の短縮成分の両面から，総合的に考慮して戦略的に適用対策を決定する。

これにより，線区ごとに異なる障害内容に応じた効果の高い対策の適用を可能にする。 
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(2) 目標アベイラビリティを，構成機器の故障による遅延を受けた乗客数で定義した輸送損失

の低減度で設定し，提案手法を適用した。この結果，障害発生頻度と障害発生後の影響を

総合的に考慮して，戦略的に効果的な適用対策を決定できることを明らかにした。 

 

提案手法は，鉄道信号装置を対象に検討したが，他システムにおける目標アベイラビリティ

達成のための対策の決定においても有効と考える。 
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第５章 アベイラビリティ向上対策決定法による車上位置検知システムのアベイ

ラビリティ改善策の決定 

 

5.1 はじめに 

 

無線を用いた列車制御システム（CBTC：Communication Based Train Control）(1)は，車

上装置での位置検知，ならびに，地上装置と車上装置間での無線伝送を特徴とする。一方，地

上装置と車上装置との間に無線伝送を用いない従来システムにおいては，地上装置が列車の位

置を検知して停止限界に相当する情報を作成し，地上の現場機器に対して送信している。よっ

て相違点は，車上装置の位置検知結果をもとに停止限界を作成し，この停止限界をレール伝送

等ではなく，無線を用いて車上装置まで直接送信する点である。 

このようなことから，CBTCにおいては，車上装置での位置検知結果を地上装置に伝送して

この情報をもとに間隔制御を行う点が最も重要であり，第３章で述べた車上位置検知システム

における再粘着判定に関わるアベイラビリティ改善が必須である。 

第３章においては，複数の補正開始点を選定する前提で解析を行ったものの，補正論理が複

雑になることへの対応が必要になる。よって，その必要性を明確にするため，第４章で述べた

アベイラビリティ向上対策決定法を適用する。 

なお，本対策の検討において，安全性には影響しない前提とする。 

 

5.2 適用対策の改善効果の算出 

 

第４章で述べたアベイラビリティ向上対策決定法を，第３章で述べる車上位置検知システム

に適用し，対策を適用することによる改善効果を検討する。この対策の適用効果の検討は，滑

走・空転を検知して補正した後に再粘着判定失敗となる発生頻度とその影響度について，補正

時間をもとに比較評価して実施する。 
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5.2.1 検討対象とする適用対策 

 第３章で述べた再粘着判定ができない理由は，最大補正時間を超過して再粘着判定できない

場合（１件）と，もともとの補正開始点の選定において閾値設定範囲内における誤差に起因す

る場合（２件）である。 

 慣性センサの精度向上により再粘着判定となる事象に対してある程度まで改善をはかれるも

のの，航空機に搭載するような高価なセンサを鉄道車両に搭載することは費用対効果を示す必

要がある。そこで，「慣性センサ精度向上による補正可能時間の延伸策」と，「補正開始点を複

数選定し補正論理の並列処理による対策」の２つの手法を比較検討する。 

なお，車上位置検知システムの影響度低減策は，システム故障時の異常時取扱いとなり，こ

の異常時取扱いは車上位置検知システム自体の改善対策ではない。システムの改善策として選

定した上述の２つの手法は，再粘着判定不能となる事象に対する発生頻度低減策に位置付けら

れるものである。 

  

それぞれの対策の概要を以下に示す。 

（１）対策１：慣性センサ精度向上による補正可能時間の延伸策 

 対策１は，現状の補正処理を変更せず，最大補正時間を長くすることにより，大きな滑走・

空転に対して対応させるための手法である。よって，対策１における補正処理は同一であり，

パラメータのみの変更で対応可能である。しかしながら対策１は，安全余裕距離が補正時間の

２乗で増大する（例えば，補正時間が 1.5倍の場合，安全余裕距離は 2.25倍の延伸となる）の

で，列車ダイヤへの影響が懸念される。 

以上のように，対策１は，最大補正時間を延伸することで再粘着判定不能の発生頻度の低減

が期待できる。その一方，最大補正時間にもとづいて設定する安全余裕距離は増大する欠点が

ある。 

 

（２）対策２：補正開始点を複数選定し補正論理の並列処理による対策 

対策２は，複数選定した補正開始点に対して常時滑走・空転補正処理を適用し，滑走・空転
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を検知した場合には先に再粘着判定可能となった補正開始点を採用する対策である。 

具体的には，滑走・空転に関わらず，補正開始点を一定時間の間隔をあけて複数点（例えば，

２点）選定して常時補正処理を行い，滑走・空転が発生した場合には，先に再粘着判定した補

正開始点を採用する。一定時間は，現車試験の結果，微小の滑走・空転の影響を回避するため

に滑走・空転検知点から補正開始点の選定までに最低設ける時間と同値とし，2.5秒とする。 

これにより，微小の滑走・空転などが発生して補正開始点が再粘着判定を得られない箇所と

なった時に，当該補正開始点より前の時刻の補正開始点とした補正処理により，微小の滑走・

空転による影響を受けず，再粘着判定が得られる可能性が高まる。 

なお，選定した位置補正開始点すべてが再粘着判定をできない場合においても，最大補正可

能時間の経過後に安全側制御するのは対策前と同じである。そのための安全余裕距離を確保す

る前提も対策前と同じである。 

この対策を適用することで，補正時間は少なくとも 2.5 秒増大することになる。安全余裕距

離は，最大補正時間で決定するので，変わらない。 

以上のように，対策２を適用した場合は，再粘着判定の頻度が増加する効果が期待できる。

その一方，補正時間が 2.5秒増大する点と，補正処理の複雑さが欠点となる。 

 

5.2.2 適用対策の効果の算出 

5.2.1項で述べた対策１と対策２を例に，第４章で述べたアベイラビリティ向上対策決定法を

適用する。これは，位置検知装置を対象とした単一装置での評価に相当するものである。 

（１）前提 

①検討対象 

評価対象とする滑走・空転の例は，第４章で述べた試験結果（51件）とし，最大補正時間は

同じく第３章で述べた 32秒とする。 

なお，51件は地点間を基準とした件数であり，厳密には滑走・空転の検知回数と若干異なる

が解析において大きな影響はない前提で実施する。 
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②停止時間 

MTTRに関わる停止時間は，以下の２つの要因が考えられる。 

・「要因(a)」：再粘着判定不能後に再び位置確定して復旧するまでに要する停止時間 

・「要因(b)」：補正時間拡大による安全余裕距離の増大に伴う停止時間 

・「要因(c)」：想定距離誤差を考慮した安全余裕距離の影響 

 以下，それぞれの詳細について述べる。 

 

「要因(a)」：再粘着判定不能後に再び位置確定して復旧するまでに要する停止時間 

この停止時間は，滑走・空転の検知後に再粘着判定不能となった列車に対して発生する。こ

の停止時間は，30分と仮定する。 

平均停止時間は，滑走・空転の発生頻度（全件数）と再粘着判定不能に伴う異常処理に要す

る停止時間で決定する。ここで，51件で平均をとるのは，滑走・空転時の平均停止時間を算出

する観点からである。 

 

なお，対策適用前の平均停止時間は，再粘着判定不能となった場合の停止時間が前提条件に

示した 30分と仮定すると，平均停止時間は 30分×３件／51件＝105.9秒である。 

 

「要因(b)」：補正時間拡大による安全余裕距離の増大に伴う停止時間 

 補正時間の拡大に伴う停止時間は，安全余裕距離の拡大となる。この結果，後続列車に対し

て影響を与える。この安全余裕距離の増大の影響は，例えばホームトラックでの停止から最大

加速での進出に要する時間となる。ここでは，補正時間の増大は，簡単化のため安全余裕距離

は勾配（16‰）のみを考慮することとし，当該距離の進出に要する時間については最大加速で

算出するので，停止時間は補正時間の１／√3.8程度として算出する。この√3.8は第４章で述

べた低加速度列車での加速度 2.1km/h/s／勾配 16‰の場合の重力加速度成分である

0.56km/h/sの平方根で算出した値である。 

この停止時間の増大量は，滑走・空転の検知回数に依存しない一律の値であるので，平均停
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止時間に加算する際には，滑走・空転の検知回数で除算した値とする。 

 

「要因(c)」：想定距離誤差を考慮した安全余裕距離の影響 

第３章で述べたように，慣性センサを用いた補正を行うことに起因した安全余裕距離を設定

するので，この安全余裕距離の設定に伴う平均停止時間の増大（35 秒：列車長 20m，16‰を

想定した想定距離誤差±169m，加速度 2.1km/h）も発生する。この影響については，再粘着

判定不能となる要因による影響とは独立であり，対策前，対策１，対策２の適用による増加分

に加算する。この停止時間の増大量は，滑走・空転の検知回数に依存しない一律の値であるの

で，平均停止時間に加算する際には，滑走・空転の検知回数で除算した値とする。 

 

（２）対策１の適用効果の算出 

対策１の適用により，再粘着判定不能頻度は低下するものの安全余裕距離が増大する。安全

余裕距離に伴う停止時間はホームトラックでの停止から最大加速での進出に要する時間として

算出すると，上述のとおり，停止時間は補正時間の１／√3.8程度となる。 

 試験結果において，補正時間が規定の最大補正時間(32秒)を超えるのは，先に述べた１件で

あり，補正時間は 33.1秒である。この最大補正時間はセンサ精度を考慮した値であるので，最

大補正時間の延伸にはセンサの変更が必要である。  

なお，再粘着判定不能となった場合の停止時間は，前提条件に示した 30分と仮定する。 

  

仮に，補正時間の延伸は 10秒単位を基本とすることとし，補正時間 33.1秒に対して最大補

正可能時間は 40秒と設定する。対策１を適用した結果，再粘着判定不能は２件となる。 

この場合，要因(a)による平均停止時間は，再粘着判定不能となった場合の停止時間は前提条

件に示した 30分と仮定すると，平均停止時間は 30分×２件／51件＝70.6秒である。 

要因(b)による平均停止時間は，最大補正時間 32秒に対して，補正時間を 40秒とするので全

列車が 8 秒の拡大となる。その結果，停止時間は１／√3.8 倍した 4.1 秒の増大となる。この

停止時間の増大は，滑走・空転の検知回数に依存しない一律の値であるので，平均停止時間に
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加算する際には，滑走・空転の検知回数（51件）で除算する。また，要因(c)による平均停止時

間についても，滑走・空転の検知回数に依存しない一律の値であるので，平均停止時間に加算

する際には，滑走・空転の検知回数（51件）で除算する。 

 

よって，平均停止時間は 71.4 秒（70.6 秒（要因(a)）+4.1 秒（要因(b)）／51 件+35 秒（要

因(c)）／51件）の増大となる。 

 

 以上のことから，対策適用前の平均停止時間が 106.6秒（105.9秒(要因(a))+35秒（要因(c)）

／51 件）であるのに対して，対策１の適用により平均停止時間は 71.4 秒の延伸に抑えること

ができるので，対策１の適用効果が期待できる。ただし，対策１は補正時間の増大のためには

慣性センサの精度向上が必要となる欠点がある。 

 

（３）対策２の適用効果の算出 

対策２の適用により，再粘着判定不能となる事象の発生頻度は低下する。対策２を適用する

前の再粘着判定不能となる例は３件であり，対策２の適用後はゼロ件となる。 

一方，補正開始点の間隔は最低 2.5秒離すので，この時間分の補正時間が伸びると考えると，

安全余裕距離が増大する。 

よって，対策２については再粘着判定不能の発生頻度の低減効果は３件であり，対策適用後

は再粘着判定不能がゼロ件となる。しかしながら，微小の滑走・空転時間は 2.5 秒と仮定した

場合には全列車に対して滑走・空転の補正時間が 2.5 秒伸びることから，平均停止時間は 1.3

秒（2.5秒／√3.8）延伸する。この停止時間の増大は，滑走・空転の検知回数に依存しない一

律の値であるので，平均停止時間に加算する際には，滑走・空転の検知回数（51件）で除算す

る。また，要因(c)による平均停止時間についても，滑走・空転の検知回数に依存しない一律の

値であるので，平均停止時間に加算する際には，滑走・空転の検知回数（51件）で除算する。 

 

以上のことから，対策適用前の平均停止時間が 106.6 秒（(要因(a)105.9 秒＋35 秒（要因(c)
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／51件）の延伸であるのに対して，対策２の適用により平均停止時間は 0.71秒（1.3秒（要因

(b))／51件+35秒(要因(c))／51件）に抑制できるので，対策２の適用効果は期待できる。 

 

5.3 適用対策の決定 

 

車上位置検知システムに対する検討は，第４章で述べた単一の位置検知装置に相当するもの

であり，線区レベルまでを考慮した検討を行わなくても比較評価できる。そこで，第４章で示

した考え方をもとにするものの，実際の目標アベイラビリティまでは算出せず，対策を適用し

た場合における発生頻度と平均停止時間について相対的に比較評価する，簡略化した対策決定

法を適用する。 

 

（１）頻度 

再粘着判定不能の発生頻度の低減効果については，対策１が１件，対策２は３件であり，対

策２が優れている。なお，対策１ならびに対策２は滑走・空転自体の低減ではないので，総件

数 51 件は変わらない。よって，滑走・空転に関わるアベイラビリティ改善の観点からは，対

策１・対策２は影響度低減対策に位置付けられることが，第４章に示した提案手法を適用する

ことでわかる。 

 

（２）平均停止時間 

対策適用前の平均停止時間が 106.6秒（105.9秒(要因(a))+35秒（要因(c)）／51件）である

のに対して，対策１の適用により平均停止時間は 71.4秒（70.6秒（要因(a)）+4.1秒（要因(b)）

／51件+35秒（要因(c)）／51件）となる。また，対策２の適用により平均停止時間は 0.71秒

（1.3秒（要因(b))／51件+35秒(要因(c))／51件）に抑制できる。 

 

（３）適用結果 

上述の様に，再粘着判定不能の発生頻度低減効果，平均停止時間低減効果ともに，対策１と
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比較して対策２は優れている。また，現状と比較しても平均停止時間は優れている。 

これらの結果から，対策１ではなく，対策２を採用する。 

 

なお，これは再粘着判定不能時の復旧時間を 30 分と仮定したものである。車上位置検知シ

ステム以外での異常時対策の適用により，この復旧時間が仮に３分の１の 10 分となった場合

には，106.6秒の平均停止時間が同様の計算により 36.0秒（要因(a)35.3，要因(c)0.7秒）程度

となる。対策１の適用時の延伸時間は 24.3秒（要因(a)23.5秒，要因(b)0.1秒，要因(c)0.7秒）

であるのに対して，対策２の延伸時間は 0.71秒（要因(b)0.0秒，要因(c)0.7秒）となり，現状

のダイヤが 15秒で作成されていることに鑑みるに，対策２の適用効果は復旧時間が 30分の場

合と同様に，復旧時間が 10分となった場合でも期待できる。（図１） 

また，対策１については，仮に最大補正時間を 40 秒ではなく，過去の滑走・空転事例と同

値である 33.1秒とした場合には，要因(b)による延伸時間は現状の最大補正時間 32秒を差し引

いた 1.1秒となり，これに起因する停止時間は１／√3.8倍した 0.57秒程度の増大となる。し

かしながら，対策１は再粘着判定できない場合が２件残るので，要因(a)による平均停止時間が

70.6 秒（再粘着判定不能時の停止時間を 30 分とした場合）を考慮する必要があるので，対策

１は対策２と比較して適用効果は期待できない。 

 

対策２については，２個の補正開始点に対しての並列処理を実機に実装し，粘着状態のもと

ではあるが，リアルタイムで勾配箇所等にて滑走検知させて再粘着判定可能であることを確認

している。実際に，１点目の補正開始点での再粘着判定を失敗して，２点目を採用して再粘着

判定可能な処理を実現できることも確認済みである。 
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(a) 再粘着判定不能時の復旧時間を 30分とした場合 

 

(b) 再粘着判定不能時の復旧時間を 10分とした場合 

図 1 対策の適用効果 
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（４）アベイラビリティの算出 

 対策適用効果の確認のため，各対策適用後のアベイラビリティを算出する。アベイラビリテ

ィは，滑走・空転の発生件数（５１件）が発生する期間と停止時間によって変わる。ここでの

アベイラビリティは，発生期間を１年とした場合と，１日とした場合の２ケースを仮定し，再

粘着判定不能時の停止時間を 30分とした場合と 10分とした場合について算出する。 

 なお，このアベイラビリティは，各対策を適用したことによる平均停止時間の増加分として

算出する。 

 算出した結果を表１，表２ならびに図２に示す。 

表 1 再粘着判定不能時の停止時間を30分とした場合 

  
滑走・空転検

知回数[回] 

平均停止時間

[s] 

総停止時間

[s] 

発生期間を 1

年と仮定した

アベイラビリ

ティ[%] 

発生期間を 1

日と仮定した

アベイラビリ

ティ[%] 

対策前 51 106.6  5435.0  99.983  93.71  

対策１ 51 71.4  3639.1  99.988  95.79  

対策２ 51 0.7  36.3  100.000  99.96  

 

表 2 再粘着判定不能時の停止時間を10分とした場合 

  
滑走・空転検

知回数[回] 

平均停止時間

[s] 

総停止時間

[s] 

発生期間を1

年と仮定した

アベイラビリ

ティ[%] 

発生期間を1

日と仮定した

アベイラビリ

ティ[%] 

対策前 51 36.0  1835.0  99.994  97.88  

対策１ 51 24.3  1239.1  99.996  98.57  

対策２ 51 0.7  36.3  100.000  99.96  
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(a) 再粘着判定不能時の停止時間を 30分とした場合 

 

 

(b) 再粘着判定不能時の停止時間を 10分とした場合 

図 2 対策の適用効果と発生期間を１年とした場合のアベイラビリティ 
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（５）アベイラビリティの算出結果に基づく適用対策の検討 

 第４章での検討対象線区に対して提案する車上位置検知システムを導入すると仮定した場合

について検討する。ただし，この検討においては，機器種別のアベイラビリティ目標値の設定

が目的であり，実際に組み込むことまでは実施しない。 

アベイラビリティの目標値については第４章での検討対象線区では99.93%から99.95%への

改善であり，また，第４章図５に示した構成機器種別ごとのアベイラビリティは大半の機器種

別が約 99.99%以上である。よって，検討対象線区に提案する車上位置検知システムを適用す

る際に影響を与えないようにするためには，99.99%の目標値達成が必要となる。 

例えば，再粘着判定不能時の復旧時間を 30 分と仮定した場合，表１に示すように，滑走・

空転検知回数の期間が１年において 99.99%を達成するためには対策２が必須となる。一方，

再粘着判定不能時の復旧時間を 10 分と仮定した場合には，表２に示すように，再粘着判定不

能後の復旧までの時間が短いので対策前の状態でも支障はなく対策２の適用は不要である。 

また，滑走・空転検知回数の期間が１日とした場合には，アベイラビリティ改善効果が高い

対策２の適用による改善は必須となり，この対策以外にも，安全余裕距離の削減や滑走・空転

自体の発生頻度低減が不可欠である。 

このように適用対象線区の特徴（障害発生頻度と影響度）によって，対策の必要性が異なる

ことがわかる。 

なお，上述の値は１編成を対象とした平均停止時間の低減策の適用効果であり，システム内

の台数が増加して当該アベイラビリティ値でシステム全体での要求を満たさない場合には，安

全余裕距離の削減や滑走・空転の発生自体を減少させる頻度低減対策の検討もあわせて検討す

る必要がある。 

以上の結果は，アベイラビリティ向上策を頻度と影響度に区分して解析することで得られる

結果であり，提案するアベイラビリティ向上対策決定法は有効なものと考える。 
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5.4 要約 

 

無線を用いた列車制御システム（CBTC）においては，車上装置での位置検知結果を地上装

置に伝送してこの情報をもとに間隔制御を行う点が最も重要であり，第３章で述べた車上位置

検知システムにおける再粘着判定に関わるアベイラビリティ改善が必須である。そこで，本章

では，第４章で述べたアベイラビリティ向上対策決定法を，第３章で述べる車上位置検知シス

テムに適用し，改善効果を検討した。その際には，簡易評価として，再粘着判定不能の「発生

頻度」とその際の影響として「平均停止時間」の両面から比較検討した。 

成果の要約は以下のとおりである。 

 

(1) アベイラビリティ向上対策決定法を車上位置検知システムに適用し，補正開始点を複数

選定し補正論理の並列処理による対策が，特に再粘着判定不能後の復旧時間が長い線区

において有効であることを示した。これら結果は線区の条件によって異なるが，アベイ

ラビリティ向上対策決定法の有用性を明らかにした。 

 

なお，実際に対策を適用した場合の輸送損失に換算した効果については，適用する線区によ

って変化する。この点の考慮が必要となる場合は，第４章で述べた詳細な比較検討で実施する

ことになる。 

 

今後の課題と展開としては，対策２における複数の位置補正開始点をいくつ持たせるかにつ

いての検討があげられる。実装においては２点まで可能であることを確認しているものの，処

理負荷が重くなるデメリットがある。この詳細検討が課題としてあげられる。 

なお，この複数の位置補正開始点に対しての補正処理は，つきつめると，常時，位置補正開

始点に対して補正処理を行っていることになる。これは，常時慣性センサで位置を検知するこ

とを意味する。今後，速度発電機からの出力信号の更なる分解能向上，ならびに慣性センサの

精度向上ができれば，補正時間を長くでき，より慣性センサを主体とした処理へと移行できる
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と考えている。また，速度発電機でない別の安全性を確保できるパルスセンサの構成が可能に

なれば，速度発電機を用いない構成も実現可能になると考えている。 
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第６章 結論 

 

列車制御システムにおいては，高密度の列車運転を可能とするために車上制御装置での速度

照査パターンによるブレーキ制御が行われるようになり，車上制御装置での位置検知機能が重

要になっている。さらに，無線を用いた列車制御システム（CBTC）の展開が進みつつある。

このような速度照査パターンあるいは無線による列車制御システムでは，車上制御装置での列

車位置検知結果は，地上制御装置での列車追跡情報として使われるため，より重要になってい

る。しかしながら，車上位置検知のための方法としては，依然として速度発電機単体による方

式が採用され，速度発電機を取り付けた軸での車輪の滑走・空転の影響を受けるため，改善が

必要とされている。また, 列車制御システムには輸送における高い安全性と安定性の確保が求

められている。安全性確保に直結する列車制御システムにおける安全性レベルの選択には実質, 

余地はないが, 輸送の安定性に関係するアベイラビリティについては，列車制御システムを適

用する線区の状況を考慮して対策を適用する自由度が残っている。しかしながら，アベイラビ

リティについては，本来，障害の発生頻度と障害に伴う影響度の二次元的な検討が可能である

が，これまで個々の装置の高信頼化などを中心とするアベイラビリティ向上のための対策検討

に留まっているのが実情である。 

以上のことに鑑み，本博士論文では, 列車制御システム用途での，慣性センサと速度発電機

を併用した車上制御装置での列車位置検知手法を提案した。また，現状の鉄道信号装置を対象

に障害の発生頻度と障害に伴う影響度の二成分に分けて分析するアベイラビリティ向上対策の

決定法を提案した。最後に，提案するアベイラビリティ向上対策決定法を慣性センサと速度発

電機を併用した車上制御装置での列車位置検知手法に適用し，その改善策の適用効果を明確化

した。 

これらの検討を行うことで，列車制御システムにおいて重要な役割を担う車上位置検知シス

テムを新たに開発するとともに，提案するアベイラビリティ向上対策決定法の有用性を示した。 
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本研究成果は以下のとおりである。 

1. 車軸に設置した速度発電機を用いた走行距離の算出方式は，車輪の滑走・空転の影響を

受けることから，その対策の一手法として，滑走・空転の検知時に，慣性センサを用い

た距離算出方式を提案した。提案手法は，速度発電機と慣性センサを併用した列車速

度・距離算出手法であり，非駆動軸を持たない車両や短編成車両でも適用可能である。

路線勾配と曲線が組み合わさった区間での補正処理における誤差低減のために，慣性セ

ンサの加速度（3軸）と角速度（3軸）を用いた補正処理を適用し，現車試験で時刻管

理して記録したデータにもとづくシミュレーション解析を行い，提案手法の有効性を明

らかにした。 

2. 鉄道信号装置の目標アベイラビリティ達成のための対策の決定法を提案した。提案手法

では，目標アベイラビリティを達成するための対策について，単位時間あたりの障害件

数の低減成分と，１障害あたりの平均停止時間の短縮成分の両面から総合的に考慮して

戦略的に決定する。これにより，線区ごとに異なる障害内容に応じた効果の高い対策の

適用を可能にする。目標アベイラビリティについては，構成機器の故障による遅延を受

けた乗客数で定義した輸送損失を反映して設定し，提案手法を適用している。この結果，

障害発生頻度と障害発生後の影響を総合的に考慮して，戦略的に効果的な適用対策を決

定できることを明らかにした。 

3. アベイラビリティ向上対策決定法を車上位置検知システムに適用し，補正開始点を複数

選定し補正論理の並列処理による対策が特に再粘着判定不能後の復旧時間が長い線区

において有効であることを示した。これら結果は線区の条件によって異なるが，アベイ

ラビリティ向上対策決定法の有用性を明らかにした。 

 

提案する速度発電機と慣性センサを併用した車上位置検知システムは，非駆動軸を持たない

車両や短編成列車だけでなく, 近年導入が進みつつある無線を用いた列車制御システム

（CBTC）にも適用可能なものであり，列車制御システムの基盤となる成果である。また，提

案する障害の発生頻度と障害に伴う影響度の二成分に分けて分析するアベイラビリティ向上対
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策決定法は，システムの障害データに基づく新たな手法であり，装置間がネットワーク接続さ

れ大規模化した列車制御システムの評価において基盤となる成果と考える。 
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略語および記号の説明 

略語・記号 説明 

ATACS Advanced Train Administration and Communications System 

CBTC Communication Based Train Control 

RAMS Reliability, Availability, Maintainability, Safety 

SIL Safety Integrity Level 

ATS Automatic Train Stop 

ATC Automatic Train Control 

T Compensation duration 

T𝑎 Threshold to detect skids or slips 

Ap Acceleration with tachometer generator 

Ap0 Acceleration with tachometer generator at t=0 

𝑎x Longitudinal acceleration with inertial sensor 

𝑎y0, 𝑎z0 Lateral, vertical acceleration with inertial sensor at t=0 

Ax Longitudinal acceleration for attitude sensing 

Ax0, Ay0, Az0 Longitudinal, lateral, vertical acceleration for attitude sensing at t=0 

ωx, ωy, ωz Roll, pitch, yaw angular velocity with inertial sensor 

ωy’ Compensated pitch angular velocity considering yaw angular velocity 

ωy’’ Compensated pitch angular velocity considering yaw and roll angular 

velocity 

ωz0 Yaw angular velocity with inertial sensor at t=0 

Ωz0 Yaw angular velocity on a horizontal plane at t=0 

θ, Ψ Pitch, roll angle 

θ0, Ψ0  Pitch, roll angle at t=0 

Jp Jerk calculated with tachometer generator 
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Ji Jerk calculated with longitudinal acceleration of inertial sensor 

v0 Velocity with tachometer generator at t=0 
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